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第１章 計画策定の趣旨等 

 

1. 計画策定の趣旨 

 

平成１８年に自殺対策基本法が施行され、それまで「個人の問題」とされてきた自殺が、「社会の問題」とし

て広く認識されるようになり、社会全体で自殺対策を総合的に推進した結果、自殺者数は減少傾向となりまし

た。しかし、新型コロナウイルス感染症拡大の影響をはじめ、自殺の要因となり得る様々な問題が悪化したこと

などにより、わが国の自殺者数は、令和２年には特に女性や小中高生が著しく増加し、総数においては１１年ぶ

りに前年を上回りました。令和４年には男性の自殺者数も１３年ぶりに増加し、小中高生の自殺者数は過去最

多となっています。 

 

こうした中、平成２８年に自殺対策基本法が改正され、全ての都道府県及び市町村に「自殺対策計画」の

策定が義務付けられました。令和４年１０月に閣議決定された新たな自殺総合対策大綱及び地域の実情を

踏まえ、平成３１年３月に策定した、蓮田市自殺対策計画の見直しを行います。 

本市においても、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現に関する施策は広範多岐にわたってお

り、各般の行政領域にまたがる施策を、総合的に推進する計画として策定するものです。 

本計画に沿って、庁内関係者のみならず、市民一人ひとりがかけがえのない命の大切さを考え、ともに支え

合う地域社会の実現をめざします。 

 

■自殺対策に係る国・県・市の経緯 
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○自殺対策基本法改正 
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●蓮田市自殺対策庁内推進委員会設置 

蓮田市自殺対策計画 
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■国の自殺総合対策大
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閣議決定 

第８次埼玉県地域保健医療計画 
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2. 計画の位置づけ 

本計画は、自殺対策基本法第１３条第２項の規定により、本市における実情を踏まえ、自殺対策について

定めたものです。 

蓮田市第５次総合振興計画（改定版）や健康はすだ２１（第３次）等の健康・福祉に関する計画や、国の自

殺総合対策大綱及び第８次埼玉県地域保健医療計画との整合を図りながら策定するものです。 

 

 

3. 計画の期間 

本計画の期間は、令和６年度（２０２４年度）から令和１１年度（２０２９年度）までの６か年とし、目標年度を

令和１１年度（２０２９年度）とします。また、関連計画である健康はすだ２１（第３次）では、「休養・睡眠」に関す

る取組について、本計画と連携を図って、推進するものとします。 

なお、法制度等の改正があった場合には、見直しを行い、柔軟に対応することとします。 
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第２章 蓮田市の自殺の現状 

 

1. 統計でみる蓮田市の現状 

 

自殺に関する統計データには、主に、厚生労働省の「人口動態統計」と警察庁の「自殺統計」の２種類があ

ります。 

本計画においては、厚生労働省の「人口動態統計」と警察庁の「自殺統計」（自殺日・居住地）」および「地

域における自殺の基礎資料※」を使用します。 

 

 

 厚生労働省「人口動態統計」と警察庁「自殺統計」について 

 

○ 調査対象の差異 

厚生労働省の「人口動態統計」は日本における日本人が対象。 

警察庁の「自殺統計」は、総人口（日本における外国人を含む）が対象。 

 

○ 調査時点の差異 

厚生労働省の「人口動態統計」は、住所地を基に死亡時点で計上。 

警察庁の「自殺統計」は、発見地を基に自殺死体発見時点（正確には認知）

で計上。 

なお、いずれの統計も、暦年（１月から１２月まで）の統計 

 

○ 事務手続き上（訂正報告）の差異 

厚生労働省の「人口動態統計」は、自殺、他殺あるいは事故死のいずれか

不明のときは自殺以外で処理しており、死亡診断書等について作成者から

自殺であった旨の訂正報告がない場合は、自殺に計上しない。 

警察庁の「自殺統計」は、捜査等により、死亡の理由が自殺であると判明

した時点で自殺統計原票を作成し計上。 

 

※ 地域における自殺の基礎資料」 

「地域における自殺の基礎資料」は、厚生労働省自殺対策推進室において、警察

庁から提供を受けた自殺データに基づいて全国・都道府県別・市町村別自殺者数

について再集計したものです。なお、総数及び男女別について、自殺者の総数が２

人以下の場合、公表されない項目があります。 

 

 ＜統計の見方＞ 

 「自殺死亡率」は人口１０万人当たりの自殺者数を表しています。 

 「ｎ」は集計対象総数（自殺者総数、回答者総数等）を表しています。 

 「％」を、それぞれの割合を小数点第２位で四捨五入して算出しています。 
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自殺者数と男女別自殺者数の推移 

 

本市の自殺者数は、令和３年には５人まで減少したものの、令和４年には１０人と、再び増加に転じていま

す。 

なお、平成３０年から令和４年までの５年間の自殺者数の累計は４３人で、平成２５年から平成２９年までの

５年間と比較すると１４人減少しています。 

性別では、令和元年は男女が同数となりましたが、それ以降は男性が女性を上回る結果となっています。 

 

■図 1 男女別自殺者数の推移 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性別の割合について、平成３０年から令和４年までの５年間の累計を国・県と比較してみると、本市は女性の

割合が３７．２％と、県３３．７％、国３２．４％を上回っています。 

 

■図 ２ 男女別割合の比較（平成３０年～令和４年の５年間の累計） 
 （単位：％） 
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資料：地域自殺実態プロファイル 2022 

厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資

料」 

          資料：厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資料」 
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自殺死亡率の推移 

 

本市の人口１０万人当たりの自殺死亡者数を示す自殺死亡率は、平成３０年から令和元年までは、国・県

よりも低く推移していましたが、令和２年は１７．９と、国・県よりも高くなりました。令和３年は、大幅に減少し、国・

県を下回っています。令和４年は、国・県と比較すると低いものの、前年よりも高くなっていることが認められま

す。 

 

■図 ３ 自殺死亡率の推移（人口１０万対） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢別自殺者数と年齢別割合 

 

本市の自殺者数の５年間の累計は４３人です。年齢別の自殺者数では、２０歳代、７０歳代及び８０歳以上

が７人と最も多く、次いで４０歳代の６人、３０歳代及び２０歳未満の５人、５０歳代及び６０歳代の３人と続いて

います。若年層と高齢者の層で二極化していることがいえます。 

 

■図 ４ 年齢別自殺者数（平成３０年～令和４年の５年間の累計） （単位：人） 
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資料：厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資料」 

          資料：厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資料」 

：厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資料」 
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年齢別割合について、５年間の累計を国・県と比較してみると、本市の２０歳未満及び７０歳代以降におい

て、国・県を大きく上回ります。一方、３０歳代から６０歳代では国・県を下回っており、働き盛りの壮年期に少な

い傾向がみられます。 

 

■図 ５ 年齢別割合（平成３０年～令和４年の５年間の累計） （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女・年齢別自殺者数 

 

平成３０年～令和４年の５年間累計自殺者数は４３人であり、内訳では男性が２７人、女性が１６人、男女比

では男性が全体の６３％であり、男性の割合が多くなっています。性・年齢別自殺者数は、男性では３０歳代及

び７０歳代で５人と特に多くなっており、次いで２０歳未満となっています。女性は２０歳代及び８０歳以上で４人

と最も多くなっており、次いで４０歳代は３人、６０歳代及び７０歳代は２人となっております。 

 

■図 ６ 性・年齢別自殺者数 （単位：人） 
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資料：厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資料」 

国 年齢不詳者０．２％あり。 

資料：厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資料」 

 

男性（２７人） 女性（１６人） 平成 30 年～令和 4 年の 

5 年間累計 
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同居人の有無（同居・独居） 

 

本市の同居人の有無による自殺者数の５年間累計では、「あり」は男性２３人、女性１３人、「なし」は男性４

人、女性３人となっています。男女の合計は「あり」が３６人、「なし」が７人となっています。 

 

■図 ７ 同居人の有無による死亡者数（平成３０年～令和４年の５年間の累計） 単位（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職業別自殺者数と職業別割合 

 

本市の自殺者の職業別の５年間の累計では、年金・雇用保険等生活者が最も多く１７人、次いで有職者９

人、学生・生徒等６人と続いています。 

 

■図 ８ 職業別自殺者数（平成３０年～令和４年の５年間の累計） （単位：人） 
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資料：厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資料」 
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本市と国・県との割合の比較では、学生・生徒等が全国の約 3倍と大きく上回り、年金・雇用保険等生活者

についても約 1.8倍と、全国を上回っています。 

 

■図 ９ 職業別割合（平成３０年～令和４年の５年間の累計） （単位：％） 
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資料：厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資料」 
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自殺者の特徴  

 

本市の自殺者の５年間の累計について、人数が最も多い区分は、「男性・６０歳以上・無職者・同居」、次い

で「男性・６０歳以上・無職者・独居」と続きます。女性では、「６０歳以上・無職者・同居」が多く、次いで「２０～

３９歳・無職者・同居」「４０～５９歳・無職者・同居」「６０歳以上・無職者・独居」が多くなっています。 

  

■図 １０ 自殺者の概要（平成２９年～令和３年の５年間の累計） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６０歳以上の高齢者の自殺者について、同居人の有無（同居、独居）により本市と国を比較すると、特に男

性の同居８０歳以上が１９．０％と、国１１．５％を大きく上回っています。また、女性の独居６０歳代が９．５％

と、国２．８％を大きく上回っています。 

 

■図 １１ ６０歳以上高齢者の同居人の有無別自殺の内訳 （単位：％） 
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自殺の未遂歴別の状況 

 

本市の自殺者の５年間の累計における自殺未遂歴を有する割合２５．６％は、国・県より高くなっています。 

性別内訳では、女性が３３．３％と男性２１．７％を上回り、女性の自殺未遂歴を有する割合が高くなってい

ます。 

 

■図 １２ 自殺未遂の状況（平成３０年～令和４年の５年間の累計） （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原因・動機別自殺者数と原因・動機別割合 

 

本市の自殺者の原因・動機について、５年間の累計でみると、健康問題が３３件、次いで学校問題の３件、

家庭問題、勤務問題及び男女問題の２件と続き、健康問題が７６．７％を占めています。 

 

■図 １３ 原因・動機別自殺者数（平成３０年～令和４年の５年間の累計） （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 自殺統計では、遺書等の自殺を裏付ける資料により明らかに推定できる原因・動機を自殺者一人につ 

き３つまで計上可能としています。 
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自殺の原因・動機について、本市における健康問題７６．７％は、国の４７．６％、県の６５．３％を大きく上回

っています。また、学校問題７．０％は国・県の１．９％を上回っています。 

 

■図 １４ 原因・動機別割合（平成３０年～令和４年の５年間の累計） （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自殺の原因・動機は図１３及び図１４に示される理由だけではなく、様々な要因が複雑に絡み合っているた

め、実状に合わせた対策が必要です。 
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次に示す図は、特定非営利活動法人 自殺対策支援センター ライフリンク実施「自殺実態１０００人調査」

から見えてきた「自殺の危機経路（自殺に至るプロセス）」です。「自殺実態１０００人調査」とは、調査期間を２

００７年７月から２０１２年１０月として、亡くなった５２３名の遺族から面接による聞き取り調査を行ったものであ

り、近年の新型コロナウイルス感染症に起因する事象は含まれておりません。 

 

■図 １５ 自殺の危機経路 

 

図中の○印の大きさは要因の発生頻度を表しています。○印が大きいほど、自殺者にその要因が抱えられ

ていた頻度が高いということを示しています。また、矢印の太さは、要因と要因の連鎖の因果関係の強さを表し

ており、矢印が太いほど因果関係が強いことを示しています。 

 

自殺の直接的な要因では「うつ状態」が最も大きくなっていますが、「うつ状態」になるまでには複数の要因が

存在し、連鎖しています。 

 

自殺で亡くなった人は「平均４つの要因」を抱えていたことが分かっています。 

 

ＮＰＯ法人ライフリンクの調査では、図以外にも、職業、年齢、性別等によって、自殺に至る要因の連鎖に特

徴があることも分かってきています。 
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本市における自殺者の特徴と危機経路事例 

 

自殺総合対策推進センターによる地域自殺実態プロファイルでは、本市の自殺の特徴について、性・年代

等の特性と、背景にある主な自殺の危機経路事例を明らかにしています。 

なお、順位は自殺者数の多い順となります。 

 

■表 １ 地域の主な自殺の特徴（特別集計（自殺日・住居地、Ｈ２９～Ｒ３合計）、公表可能） 

上位５区分 
自殺者数 

5 年計 
割合 

自殺率*１ 

(10 万対) 
背景にある主な自殺の危機経路*２ 

 

1 位 

男性 60 歳以上無職同居 

 

8 17.4% 27.9 
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み

（疲れ）＋身体疾患→自殺 

 

2 位 

男性 60 歳以上無職独居 

 

6 13.0% 133.3 
失業（退職）＋死別・離別→うつ状態

→将来生活への悲観→自殺 

 

3 位 

男性 20～39 歳無職同居 

 

4 8.7% 80.0 

①【30 代その他無職】ひきこもり＋

家族間の不和→孤立→自殺／②【20

代学生】就職失敗→将来悲観→うつ状

態→自殺 

 

4 位 

男性 20～39 歳有職同居 

 

4 8.7% 20.7 

職場の人間関係／仕事の悩み(ブラッ

ク企業)→パワハラ＋過労→うつ状態

→自殺 

 

5 位 

男性 40～59 歳有職同居 

 

4 8.7% 11.8 
配置転換→過労→職場の人間関係の悩

み＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

 

順位は自殺者数の多さにもとづき、自殺者数が同数の場合は自殺死亡率の高い順とした。 

※１ 自殺率の母数（人口）は令和２年国勢調査を元に自殺総合対策推進センターにて推計。 

※２ 「背景にある主な自殺の危機経路」は自殺実態白書２０１３（ＮＰＯ法人ライフリンク）を参考にした（詳

細は付表の参考表１参照）。 
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2. 健康実態調査でみる蓮田市の現状 

 

市民の健康づくりに関する現状や意向などを把握し、計画策定の資料とするため、２０２２（令和４）年９月～

１０月に、３種類のアンケート調査を実施しました。そのうち２種類のアンケート調査において心の健康に関する

項目を調査しました。なお、調査結果の比率は、その設問の回答者を基数として、小数点以下第２位を四捨

五入して算出しています。そのため、合計が１００％にならない場合があります。また、集計の結果の記載にあ

たり、分析軸となる項目の「無回答」は省略しているため、分析軸となる項目の回答者数の合計は、全体の数と

一致しない場合があります。 

 

■令和４年度健康実態調査の概要 

・抽出方法 次に掲げる区分ごとに対象者を抽出（一般調査のみ無作為抽出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■一般調査 

 対 象 ： 満２０歳以上７９歳以下の市民２，０００人 

 実施方法 ： 郵送配布・郵送回収 

 回 収 率 ： ４５．５％（配布数２，０００件、有効回収数９１０件） 

 

■小中学生調査 

 対 象 ： 市内の小中学校に通う小学５年生と中学２年生の計８７７人 

 実施方法 ： 直接配布・直接回収 

 回 収 率 ： ９７．７％（配布数８７７件、有効回収数８５７件） 
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一般調査 

 

 あなたは、悩み・不安・苦労があるとき、自分で解決できていますか。 

 

悩みがあるときの解決について、自分で「十分できている」は１１．５％、「まあできている」は６７．０％となって

います。 

性別では、「十分できている」は男性１６．２％、女性７．８％と、男性が大きく上回りますが、「まあできている」

は男性６４．６％、女性６９．１％と女性が上回っています。「十分できている」、「まあできている」を合わせた『で

きている』になると、男性８０．８％、女性７６．９％と大きな差はありません。 

 

■図 １６ あなたは、悩み・不安・苦労があるとき、自分で解決できていますか。 （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 あなたは、趣味や楽しみなどで気分転換する時間がありますか。 

 

気分転換する時間は、「十分ある」２５．２％、「まあある」５５．２％となっています。 

性別では、「十分ある」は男性２６．８％、女性２３．５％、「まあある」は、男性５５．８％、女性５４．８％となっ

ています。 

 

■図 １７ あなたは、趣味や楽しみなどで気分転換する時間がありますか。 （単位：％） 
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 必要な時に相談できる相手はいますか。 

 

相談相手の有無では、相談できる人が「たくさんいる」は１２．２％、「少しいる」は７２．４％となっています。性

別でみると、女性で「たくさんいる」または「少しいる」と答えたかたは、男性で「たくさんいる」または「少しいる」と

答えたかたの割合を上回っています。 

 

■図 １８ 必要な時に相談できる相手はいますか。 （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ここ一年間、少しでも自殺を考えたことがありますか。 

 

「はい」と回答した人は、男性７．１％、女性１０．２％となっています。性年代別にみると、「はい」が男性では

５０歳代は１割台後半、女性では２０歳代から４０歳代は１割台後半から２割台前半で、高くなっています。 

 

■図 １９ ここ一年間、少しでも自殺を考えたことがありますか。 （単位：％） 
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■表 ２ 【性別・性年代別】ここ一年間、少しでも自殺を考えたことがありますか。 

（単位：％） 

 n（人） はい いいえ 無回答 

全体 910  9.0   89.7   1.3  

性 

別 

男性  407   7.1   91.4   1.5  

女性  489   10.2   89.0   0.8  

性 

年 

代 

別 

20歳代男性  51   13.7   86.3   0.0 

30歳代男性  28   10.7   89.3  0.0 

40歳代男性  46   10.9   87.0   2.2  

50歳代男性  66   18.2   81.8  0.0 

60歳代男性  70  0.0  98.6   1.4  

70歳代男性  144   1.4   95.8   2.8  

20歳代女性  54   18.5   81.5  0.0 

30歳代女性  53   20.8   75.5   3.8  

40歳代女性  74   16.2   82.4   1.4  

50歳代女性  73   8.2   91.8  0.0 

60歳代女性  91   4.4   95.6  0.0 

70歳代女性  143   4.9   94.4   0.7  
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 「はい」と答えたかた、自殺を考えた原因は何ですか。 

 

自殺を考えたことがあると回答した人の主な原因としては、「人間関係」４０．２％、「仕事」３１．７％、「経済

的な問題」２９．３％となっています。 

 

■図 ２０ 自殺を考えた原因は何ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一般的に自殺を減らすには、どのような対策の充実が必要だと思いますか。 

 

自殺を減らすために充実すべき対策については、「学校での「いじめ対策」」が５１．３％と最も多く、次いで

「労働環境の改善」が４５．５％、「学校での「いのちの教育」」が３９．０％となっています。 

 

■図 ２１ 一般的に自殺を減らすには、どのような対策の充実が必要だと思いますか。 （単位：％） 
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71.7 

70.5 

35.8 

20.5 
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11.7 

5.6 

1.6 

1.5 

2.7 

73.2 

75.6 

33.2 

17.1 

13.6 

9.1 

2.5 

1.2 

2.0 

0.4 

0 20 40 60 80

母親

友だち

父親

兄弟・姉妹

祖父母

学校の先生やスクールカウンセラー等

インターネットやＳＮＳ

電話相談等

その他

無回答

令和4年（n=732）

平成29年（n=762）

% 

 

小中学生調査 

 

 悩みを相談できる人がいますか。 

 

悩みを相談できる人がいるかについては、令和４年は「はい」が８５．４％で、平成２９年より増加しています。

令和４年は「いいえ」が１４．０％で、平成２９年よりも減少しています。 

 

■図 ２２ 悩みを相談できる人がいますか。 

 
 

 どこに（または誰に）悩みを相談していますか。 

 

悩みがある場合の相談先については、「母親」が７１．７％と最も高く、次いで「友だち」が７０．５％、「父親」が

３５．８％となっています。「父親」「兄弟・姉妹」「学校の先生やスクールカウンセラー等」「インターネットやＳＮ

Ｓ」「電話相談等」は、平成２９年よりも令和４年のほうが増加しています。 

 

■図 ２３ どこに（または誰に）悩みを相談していますか。（複数回答可） 
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 自分が好きですか。 

 

自分が好きかについては、令和４年は「好き」「どちらかといえば好き」が合わせて５８．５％、平成２９年は５

３．５％であり、増加が認められます。「どちらかといえば好きではない」「好きではない」が合わせて４０．８％と、

平成２９年の４５．２％よりも減少しています。 

 

■図 ２４ 自分が好きですか。 

 

 

■図 ２５ 【学校区分別】自分が好きですか。                           （単位：％） 

 
ｎ 

(人) 
好きであ
る 

どちらかと
いえば好
きである 

どちらかと
いえば好
きではな
い 

好きでは
ない 

無回答 ≪好き≫ 

全体 857 18.2  40.3  23.2  17.6  0.7  58.5 

学校 

区分別 

小学

生 
413 24.5  39.0  17.9  17.9  0.7  63.5 

中学

生 
444 12.4  41.4  28.2  17.3  0.7  53.8 
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無回答

≪好き≫
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3. 蓮田市における自殺の現状と課題   

本市の令和２年～令和４年の自殺死亡率（１０万対）は１４．１と、第１期計画の目標である１１．７を上回っ

ています。原因として、新型コロナウイルス感染症拡大による人間関係の希薄化や、相談機関へのつながりづ

らさ等の影響が考えられます。今後は、本計画の目標である自殺死亡率９．７に向けて、より一層自殺対策に

取り組んでいく必要があります。４０歳代・５０歳代の年代の自殺率については、近年の全国的な働き方改革に

伴う、ワークライフバランスへの意識や育児休業制度の浸透、在宅勤務制度等の職場環境の変化により、大き

な減少が見られています。 

昨今、ＳＮＳ等インターネット上の誹謗中傷に関する問題の深刻化や複数の問題が複雑に絡み合っている現

状の顕在化など、新たな課題も生じています。これらの課題に対応しながら、『誰も自殺に追い込まれることの

ない社会の実現』をめざすため、生きることの包括的支援を含めた自殺対策を強化していかなければなりませ

ん。 

本市では、精神保健福祉法の改正に伴う総合相談窓口の設置を始めとした、精神障害にも対応した地域

包括ケアシステムの構築を目指していきます。本市の実情に対応した自殺対策を行うため、現状・課題を明ら

かにし、全庁的に自殺対策を行っていきます。 

 

課題（１）若年層 

若年層にあたる思春期・青年期は、周囲の影響を受けながら一人の大人として自分を確立していく時期で

す。特に思春期は仲間集団の役割は大きく、この時期の仲間関係のトラブルは大きな影響を及ぼします。ま

た、青年期は自己を確立したうえで社会に出て、他者と親密な関係を結ぶ時期にあります。思春期は、精神的

な安定を損ないやすく、また、青年期に受けた心の傷は生涯にわたって影響することから、若年層の自殺対策

は大きな課題です。 

本市では、全体に占める２０歳未満の自殺者は１１.６％であり、国・県よりも多くなっています（ｐ.8_図５）。ま

た、自殺の動機別割合では学校問題が７．０％となっており、国・県の１．９％を上回っています（ｐ.13_図

14）。地域の主な経路の特徴によると、若年層にあたる男性２０-３９歳無職同居のかたの自殺者数は３位にな

っており、自殺の危険経路としてはひきこもりが含まれています（ｐ.15_表１）。 

自殺を減らすための対策として、学校でのいじめ対策を求めている成人が５割を超えています（ｐ.20 _図

21）。いじめ対策の充実を図るとともに、子どもたちが悩んだ時に自ら相談できるよう、相談体制の整備や、相

談窓口の周知、ＳＯＳの出し方について学ぶ機会が必要です。 

また、若年層のひきこもりに関して、早期の介入と家族を含めた支援が必要です。 

 

課題（２）中高年層 

中高年層では、家庭・職場の両方で重要な位置を占め、心理・社会的にも負担を抱えることが多い世代で

す。家庭・職場での中核を担う世代の心の健康問題は、社会にも大きな影響を与えると考えられ、また職場の

環境問題は個人の力では限界があることから、対策が必要です。 

自殺者の年齢別構成割合における、４０歳代・５０歳代の割合は国・県より低いですが（ｐ8_図５）、健康実態

調査による、「ここ一年間、少しでも自殺を考えたことがありますか」の設問に対して、５０歳代男性は１８．２％、

４０歳代女性では１６．２％のかたが「はい」と答えています（ｐ.１９_表２）。また、自殺を考えた原因として、特に

男性で仕事が５１．７％と半数を占めています（ｐ.２０_図２０）。 

働き盛りの中高年層への対策として、職域等を含めた自殺対策を地域全体で推進していくよう、行政・民間

等との連携、協働の仕組みづくりを構築していく必要があります。 
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課題（３）高齢層 

高齢期は、老化による身体機能の低下や、慢性疾患による身体的苦痛など、身体面での不調が顕著に現

れます。また、将来への不安や社会での役割の喪失感、近親者の喪失体験などを経験する時期となり、身体

的・精神的負担が大きい時期となります。 

本市の自殺者の年齢別構成割合では、６０歳代以上は３９．６％を占めています（ｐ.８_図５）。また、自殺者

の主な特徴として、自殺者数の１位と２位が６０歳以上で無職の男性となっています（ｐ.15_表１）。高齢化の影

響も考えられますが、原因・動機別割合における健康問題は７６．７％となっています（ｐ.１３_図１４）。 

高齢者の自殺を防ぐためには、包括的な高齢者支援の充実を図るとともに、地域における関係者や関係機

関との相互の連携を強化し、高齢者が孤立せず、住み慣れた地域で生活できるようにすることが必要です。 

 

課題（４）女性 

本市における自殺の男女別割合は、女性が３７．２％であり、男性よりも低いものの、国や県と比較すると女

性の割合が高くなっています（ｐ.6_図２）。また、ここ１年間、少しでも自殺を考えたことがあるかたの５２％が、

人間関係を原因として挙げています（ｐ.20_図２0）。本市は自殺未遂歴を有する者が２５．６％と国や県より高

く、性別内訳では女性の割合が３３．３％と高くなっています（ｐ.12_図１２）。自殺未遂者が再度の自殺を企図

する可能性は高く、対策が必要です。 

仕事・妊娠・育児・介護など、様々なライフイベントの中でのホルモンバランスや生活リズムの変化等により、

身体的・精神的負担が考えられます。また、女性の社会進出は進んでいるものの、非正規職員として働くかた

が多く、国が不況に陥った際、経済困窮におかれやすい状況にあります。ライフステージに合わせた包括的な

支援が必要です。 

 

課題（５）ハイリスク地対策 

本市は、元荒川、綾瀬川、見沼代用水などが複数あり、また宇都宮線が通っています。河川や踏切は自殺

の手段として選ばれることもあります。対人的な相談支援や、自殺につながるリスクのあるうつ病の正しい知識

の普及等と併せて、鉄道会社等との連携による対策が必要です。 

 

課題（６）感染症等の影響 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、環境の変化や自殺の要因となりうる問題の悪化によるストレス

などから心の健康を抱えるなど、自殺の危険性が高まるリスクが考えられます。 

これらの要因による自殺に至るのを防ぐためには、精神保健の視点のみならず、経済・生活面や人間関係

等に係る視点を含めて、様々な分野の支援者や組織が密接に連携し、包括的な生きる支援を展開することが

重要です。 
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第３章 自殺対策の基本的な考え方 

 

1. 自殺対策の基本認識 

 

国の自殺総合対策大綱では、自殺に対する基本認識が明確にされています。 

本市における自殺対策については、自殺の現状と課題等を踏まえ、次に掲げる基本認識に基づいて取り組

むことが重要です。 

 

 

（１） 自殺は誰にでも起こり得る身近な問題である 

 

多くの人にとって、自殺とは、自分には関係がない「個人の問題」と考えられがちですが、実際は当人のみで

なく、家族や友人等、周りの人が当事者となる可能性があり、誰にでも起こり得る身近な問題であることを認識

する必要があります。 

 

 

（２） 自殺はその多くが追い込まれた末の死である 

 

自殺は、病気の悩み等の健康問題のほか、倒産、失業、多重債務等の経済・生活問題、介護・看病疲れ

等の家庭問題等、様々な要因が複合的に関係しています。自殺に至る過程として、様々な悩みが原因で追い

詰められ、自殺以外の選択肢が考えられない状態に陥ることから、その多くが追い込まれた末の死であるという

ことを認識する必要があります。 

 

 

（３） 自殺はその多くが防ぐことができる社会的な問題である 

 

世界保健機構（ＷＨＯ）が「自殺は、その多くが防ぐことのできる社会的な問題」であると明言しているように、

自殺は社会的な取組により、防ぐことができる死であるということが、世界の共通認識になっています。自殺の

背景や原因となる様々な要因に対する社会の適切な介入や自殺に至る前のうつ病等の精神疾患について

は、専門家への相談や適切な治療により、多くの自殺は防ぐことができるということを認識する必要があります。 

 

 

（４） 自殺を考えている人は何らかのサインを発していることが多い 

 

死にたいと考えている人も、心の中では「生きたい」という気持ちとの間で激しく揺れ動いており、不眠や原因

不明の体調不良、自殺をほのめかす言動等、自殺の危険を示すサインを発していることが多いとされていま

す。自殺の危険を示すサインに気づき、自殺予防につなげていくことが必要です。 
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2. 基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 基本方針 

基本理念の実現をめざすため、自殺に対する基本認識を踏まえ、国の自殺総合対策大綱により示された６

つの基本方針に沿った、総合的な自殺対策を推進します。  

 

（１） 生きることの包括的な支援 

 

個人においても地域においても、自殺に対する保護要因となる自己肯定感や信頼できる人間関係、危機回

避能力等の「生きることの促進要因」を、自殺のリスク要因となる失業や多重債務、生活苦等の「生きることの

阻害要因」が上回ったときに自殺リスクが高まるとされています。 

そのため、「生きることの阻害要因」を減らす取組に加えて、「生きることの促進要因」を増やす取組を行い、

双方の取組を通じて自殺リスクを低下させるよう、自殺対策を生きることの包括的な支援として推進していくこと

が重要です。自殺はその多くが追い込まれた末の死であり、その多くが防ぐことができる社会的な問題であると

の基本認識の下、自殺対策を「生きることの包括的な支援」として、「生きる支援」に関する地域のあらゆる取

組を総動員し、社会全体の自殺リスクを低下させるとともに、一人ひとりの生活を守るという姿勢で展開すること

が必要です。 

 

（２） 関連分野の有機的な連携の強化 

 

自殺に追い込まれようとしている人が、地域で安心して生活できるようにするためには、精神保健的な視点

だけでなく、社会・経済的な視点を含む様々な分野の施策を総合的に推進していくことが必要です。 

自殺の要因となり得る生活困窮、孤独・孤立、児童虐待、性暴力被害、ひきこもり、性的マイノリティ等に対

し、様々な関係者や組織等が緊密に連携し、包括的な取組を実施していくことが重要です。さらに関連の分野

においても、現場の実践的な活動を通じた連携の取組が展開されていることから、連携の効果を更に高めるた

め、様々な分野の生きる支援にあたる人々がそれぞれ自殺対策の一翼を担っているという意識を共有します。 

  

蓮田市では、国の自殺総合対策大綱における基本理念の 

「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」 
を目指します。 
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（３） 対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動 

 

自殺対策は、自殺のリスクを抱えた個人等に支援を行う「対人支援のレベル」、支援者や関係機関との連携

を深め、地域全体で支援を行う「地域連携のレベル」、さらには支援制度の整備等を通じて、誰もが自殺に追

い込まれることのない社会を構築する「社会制度のレベル」等、対応の段階に応じたレベルごとの対策を強力

に、かつ効果的に連動させ、社会全体の自殺リスクを低下させるための自殺対策を推進します。 

また、時系列的な対応としては、自殺の危険性が低い段階における啓発等の「事前対応」と、現に起こりつ

つある自殺発生の危険に介入する「危機対応」、自殺や自殺未遂が生じてしまった場合等における「事後対

応」の、それぞれの段階において施策を講じる必要があります。 

加えて、「自殺の事前対応の更に前段階での取組」として、学校では今後、児童・生徒等を対象とした、いわ

ゆる「ＳＯＳの出し方に関する教育」を推進することも重要とされています。 

 

（４） 実践と啓発を両輪とした推進 

 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」ですが、危機に陥った人の心情や背景が周囲

の人には理解されにくい現状があります。そのため、そうした心情や背景への理解を深めることも含めて、危機

に陥った場合には誰かに援助を求めることが適当であるということが、地域全体の共通認識となるように、積極

的に普及啓発を行う必要があります。 

市民一人ひとりが、身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサインに早く気づき、精神科医等の専門

家につなぐとともに、専門家と協力しながら見守っていけるよう、広報活動、教育活動等の取組を推進します。 

 

（５） 関係機関の役割の明確化と連携・協働の推進 

 

「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を実現するためには、市をはじめ、関係団体、民間団体、企業、

市民等が連携・協働し、自殺対策を総合的に推進することが必要です。 

そのため、それぞれが果たすべき役割を明確化、共有した上で、相互の連携・協働の仕組みを構築してい

きます。 

 

（６） 自殺者等の名誉及び生活の平穏に配慮する 

 

自殺対策基本法第９条において、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等の名誉及び生活の

平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害することのないようにしなければならないと定められているこ

とを踏まえ、このことを改めて認識して自殺対策に取り組みます。 
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4. ＳＤＧｓ実現の視点 

「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」とは、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実

現に向けた、令和 12年を年限とする国際目標です。 

平成 27年の国連サミットで採択され、国においても「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針」やアクショ

ンプランが策定されるなど、積極的に取組が進められています。 

本市の最上位計画である蓮田市第５次総合振興計画（改定版）においてもＳＤＧｓとの関連を示して、各事

業の推進を図っています。 

本計画における基本目標や施策においても、ＳＤＧｓの 17のゴールやターゲットに関連しつつ、経済・社会・

環境を調和させながら「誰一人取り残さない社会」をめざすものです。 
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5. 計画の数値目標 

本市の自殺者数と人口１０万人当たりの自殺死亡者数を示す自殺死亡率は、平成２８年以降は減少傾向

となっていました。現在は、令和３年に大きな減少がみられた後、令和４年は増加し１６．２となっています。 

 

■図 ２６ 自殺死亡率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の自殺総合対策大綱における国の数値目標は、令和８年までに（令和７年の）厚生労働省「人口動態統 

計」に基づく自殺死亡率を平成２７年の１８．５と比べて、３０％以上減少させる（１３．０以下にする）ことを目

標としています。また、県では第８次地域保健医療計画の期間内に達成すべき中間目標として、令和８年まで

に自殺死亡率を平成２７年比３０％減となる１２．６以下を目標としています。 

 

そうした国や県の目標を踏まえつつ、本市では、計画期間内に達成すべき目標として、計画最終年である令

和１１年までに自殺死亡率を平成２５年から２７年の自殺死亡率の平均１３．８と比べて、３０％減となる９．７以

下を数値目標とし、誰も自殺に追い込まれることのない、一人ひとりが「命」を大切にし、地域全体で「生き心地

の良い社会」の実現を目指します。 

 

■蓮田市の数値目標 蓮田市自殺対策計画 

令和元～令和 5 年度 

本計画（第２期） 

令和 6～令和 11 年度 

基準年 平成 27 年 令和 2 年～令和 4 年 令和 8 年～令和 10 年 

自殺死亡率 13.8 14.1 9.7 

対 27 年比 100.0％ 102.2％ 70.0％ 

※自殺死亡率は厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資料」を基に算出しています。 

※平成２７年の自殺死亡率について、平成２５～２７年の平均としました。 
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（参考） 国・埼玉県の数値目標 

 

■国の数値目標 国の自殺総合対策大綱 

平成 29～令和 4 年度、令和 4～令和 9 年度 

基準年 平成 27 年  令和 7 年 

自殺死亡率 18.5  13.0 

対 27 年比 100％  70.0％ 

※自殺死亡率は、厚生労働省「人口動態統計」を基に算出しています。 

 

■埼玉県の数値目標 
埼玉県自殺対策計画 

平成 30～令和 2 年度 

第 2 次計画 

令和 3～令和 5 年

度 

第 3 次計画 

令和 6～令和 11 年

度 

基準年 平成 27 年 平成 31 年 令和 5 年 令和 7 年 

自殺死亡率 18.0 15.6 15.2 12.6 

対 27 年比 100％ 86.7％ 84.4％ 70.0％ 

※自殺死亡率は、厚生労働省「人口動態統計」を基に算出しています。 
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6. 施策の体系 

 

本市の自殺対策は、６つの「基本施策」と、本市における自殺の現状を踏まえてまとめた、４つの「重点施策」

で構成します。 

 

 

Ⅰ 基本施策 

国の自殺総合対策大綱に基づいて、地域で自殺対策を推進するに当たり、欠かすことのできない基盤的な 

取組として定めます。 

 

 

 

１．  市民一人ひとりの気づきと見守りを促す 

２． 自殺対策に関わる人材の確保、養成及び資質の向上を図る 

３． 心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する 

４．  適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする 

５．  ハイリスク者・家族への支援を推進する 

６．  地域における連携とネットワークの強化 

 

 

 

Ⅱ 重点施策 

本市における自殺のハイリスク群である「子ども・若者」「女性」「高齢者」「生活困窮者」に焦点を絞った取組 

を重点施策として取り組んでまいります。 

 

 

 

１． 子ども・若者への対策 

２． 女性への対策 

３． 高齢者への対策 

４． 生活困窮者への対策 
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■図 ２７ 体系図 
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市民一人ひとりが、かけがえのない個人として

尊重されるとともに、誰も自殺に追い込まれる

ことのない地域社会の実現をめざす 
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(6)自殺者等の名誉及び生活の平穏に配慮する 
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■体系 

Ⅰ 基本施策 －国の大綱に基づく５つの施策 

 

１.市民一人ひとりの気づきと見守

りを促す 

（１） リーフレット・相談窓口案内の作成と周知 

（２） 市民向け講演会・イベント等の開催 

（３） メディアを活用した啓発活動の実施 

２.自殺対策に関わる人材の確保、

養成及び資質の向上を図る 

（１） 様々な職種を対象とする研修の実施 

（２） 一般市民を対象とする研修の実施 

（３） 学校教育に関わる人材の育成 

３.心の健康を支援する環境の整備

と心の健康づくりを推進する 

（１） 児童・生徒や家族に対する相談体制の充実と心の健康 

（２） 若年層の心の健康を支援する環境の整備 

（３） 自殺対策に資する居場所づくりの推進 

（４） 支援者への支援 

（５） 災害や感染症により増大する不安への対応 

４.適切な精神保健医療福祉サービ

スを受けられるようにする 

（１） うつ病が疑われる症状の早期発見 

（２） 相談体制の整備 

５.ハイリスク者・家族への支援を

推進する 

（１） 自殺未遂者への支援 

（２） 遺された人への支援 

（３） 自殺リスクを抱える可能性のあるかたへの支援 

６.地域における連携とネットワー

クの強化 

（１） 地域におけるネットワークの強化 

（２） 勤務問題による自殺リスクの軽減に向けた相談体制の強化 

（３） 市内事業所や労働者、家族に対する心身の健康づくりの普及啓発 

（４） 勤務問題に関わる効果的な自殺対策の取組の検討 

 

 

  



第３章 自殺対策の基本的な考え方 

35 

 

 

Ⅱ 重点施策 －現状・課題から捉えた４つの施策 

１．子ども・若者への対策 （1） 若者の抱えやすい課題に着目した児童・生徒・学生などへの支

援の充実 

（2） 経済的困難を抱える子どもなどへの支援の充実 

（3） 関係機関などと連携した子ども・若者への支援の充実 

（4） ＩＣＴ※1を活用した若者へのアウトリーチの強化 

（5） 社会全体で子ども・若者の自殺のリスクを減らす取組 

（6） ＳＯＳの出し方に関する教育の実施 

２．女性への対策 （1） 妊産婦への支援の充実 

（2） 困難な問題を抱える女性への支援 

３．高齢者への対策 （１） 高齢者が安心して生活するための支援と連携体制の充実 

（２） 高齢者支援に携わる人材の養成 

（３） 高齢者の健康づくり社会参加及び居場所づくりの促進 

４．生活困窮者への対策 （１） 生活困窮者自立相談支援事業との連動 

（２） 生活困窮者に対する生きる支援の推進と連携の強化 

 

                                         
※1 ＩＣＴとはＩｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（情報通信技術）の略で、通信技術を活

用したコミュニケーションをさします。また、インターネットのような通信技術を利用した産業やサービスの総

称です。 
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第４章 具体的な取組 

 

Ⅰ 基本施策 

自殺対策の基本的な考え方を踏まえて、以下を基本施策とします。 

１.市民一人ひとりの気づきと見守

りを促す 

（１）リーフレット・相談窓口案内の作成と周知 

（２）市民向け講演会・イベント等の開催 

（３）メディアを活用した啓発活動 

２.自殺対策に関わる人材の確保、

養成及び資質の向上を図る 

（１）様々な職種を対象とする研修の実施 

（２）一般市民を対象とする研修の実施 

（３）学校教育に関わる人材の育成 

３.心の健康を支援する環境の整備

と心の健康づくりを推進する 

（１）児童・生徒や家族に対する相談体制の充実と心の健康 

（２）若年層の心の健康を支援する環境の整備 

（３）自殺対策に資する居場所づくりの推進 

（４）支援者への支援 

（５）大規模災害や感染症により増大している不安への対応 

４.適切な精神保健医療福祉サービ

スを受けられるようにする 

（１）うつ病が疑われる症状の早期発見 

（２）相談体制の整備 

５.ハイリスク者・家族への支援を

推進する 

（１）自殺未遂者への支援 

（２）遺された人への支援 

（３）自殺リスクを抱える可能性のあるかたへの支援 

６.地域における連携とネットワー

クの強化 

（１）地域におけるネットワークの強化 

（２）勤務問題による自殺リスクの軽減に向けた相談体制の強化 

（３）市内事業所や労働者、家族に対する心身の健康づくりの普及啓発 

（４）勤務問題に関わる効果的な自殺対策の取組の検討 

 

1. 市民一人ひとりの気づきと見守りを促す 

 

自殺に追い込まれる危機は「誰にでも起こり得る」ことですが、危機に陥った人の心情や背景は、様々な要

因が複雑に絡み合っていることもあり、理解されにくい状況があります。自殺に至った背景への理解を深めると

ともに、地域全体で自殺を予防していくという意識の醸成を図ることが必要です。 

また、命の危機や心の悩み等がある時に、適切な支援先につながっていくよう、広く市民に対して相談窓口

等の自殺対策についての情報を発信し、周知活動を実施していきます。 

 

（１）リーフレット・相談窓口案内の作成と周知  

様々な機会を捉えて、心の健康や自殺予防に関する知識の普及に努めるとともに、各種相談窓口一覧等

のリーフレット・チラシを配布し、周知と啓発を推進します。 
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No. 内容 担当課 

1  若者に対し、各種相談窓口等の情報発信ができるよう、近隣高校や大学との連携

を図ります。 

商工課 

2  若者に対し、各種相談窓口等の情報発信ができるよう、大学との連携を図ります。 政策調整課 

3  男女共同参画社会づくりを推進する意識啓発事業として、蓮田市男女共生情報誌

「ぱすてる」の発行や男女共同参画セミナー等を開催します。 

庶務課 

4  広報への関係記事の掲載、関係冊子や啓発品の配布等による啓発を行います。 庶務課 

社会教育課 

5  出前健康相談において、自殺対策に関する相談窓口等の周知をしていきます。 健康増進課 

6  健康福祉まつりやがん検診等において、自殺対策やメンタルヘルスに関する情報を

発信します。 

健康増進課 

7  自殺予防啓発街頭キャンペーンを実施し、相談機関の周知、地域における見守り

体制を強化します。 

健康増進課 

8  自殺予防ゲートキーパー養成講座を開催し、相談機関の周知、地域においての見

守り体制を強化します。 

健康増進課 

9  子育て情報誌やはすぴぃ子育てナビ、母子愛育会ＬＩＮＥサービスなどを通じて、子

育てに関するサービスや子育て支援団体の情報等の周知を図ります。 

子ども支援課 

10  イベント等の情報誌や生涯学習団体情報誌等による情報提供を行い、生涯学習の

推進と社会参加を促進します。 

社会教育課 

11  各種相談窓口等を掲載したリーフレットを成人式において配布します。 社会教育課 

12  図書館において、自殺予防週間や自殺対策強化月間に合わせ、特設コーナーを設

置し、ポスター、リーフレット等において、周知啓発を図ります。 

社会教育課 

13  防災訓練・救急講習等において、相談窓口等のリーフレット等を配布し、広く自殺予

防対策の周知を図ります。 

消防課 

14  ケアラー・ヤングケアラーに関する情報提供、相談窓口の周知を行います。 福祉課 

子ども支援課 

15  性的マイノリティへの支援として、パンフレットの配布や、相談窓口の周知を行いま

す。 

庶務課 

 

（２）市民向け講演会・イベント等の開催 

自殺対策に関する理解を広げるため、様々なテーマを取り上げた講演会やイベント等を開催します。 

 

No. 内容 担当課 

1  人権について、市民が正しい理解と認識を深めるため、各種研修会、講演会等を開

催し、人権啓発活動を展開するとともに、障がい者等の人権問題への理解を促進し

ます。広報への関係記事の掲載、チラシなどの配架を行います。 

庶務課 

社会教育課 
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2  消費生活相談員が講師となり、市内の自治会やサロンなどからの要望により、希望

の場所へ出向いて消費生活に関する講座等を実施します。 

商工課 

3  心の健康講座において、メンタルヘルスに関するテーマで講座を行うとともに、自殺

対策についても広く周知します。 

健康増進課 

4  公民館等を利用して、福祉教育に関する講演会や各種講座を実施し、福祉意識の

向上を図ります。 

社会教育課 

5  人材バンク登録者を講師とした様々な分野の講座を開催し、生涯学習の推進と社

会参加を促進します。 

社会教育課 

6  地域福祉の集いを開催して、市民同士が関わりあう地域福祉活動への参加を促し、

自発的な地域福祉活動への参加や市民相互の連携の契機としていきます。 

蓮田市社会福

祉協議会 

 

（３）メディアを活用した啓発活動の実施 

自殺対策に関する理解を広げるために、広報紙等のメディアを活用した啓発活動を図ります。ま

た、インターネットを利用し、自殺予防に関する正しい知識や相談窓口情報等の普及を図ります。 

 

No. 内容 担当課 

1  自殺対策強化月間（３月）や自殺予防週間（９月）等に合わせて、広報やホームペ

ージ等を活用し、自殺対策等についての情報発信を行います。 

広報広聴課 

健康増進課 

2  人権について、市民が正しい理解と認識を深め、障がい者等の人権問題への理解

を促進するため、広報への関係記事の掲載、チラシなどの配架を行います。 

庶務課 

社会教育課 

 

 

2. 自殺対策に関わる人材の確保、養成及び資質の向上を図る 

 

自殺の危険性の高い人の早期発見、早期対応を図るため、自殺に関する知識を習得し、自殺の危険を示

すサインに気づき、適切な対応や関係機関との連携を図ることのできる「ゲートキーパー」の役割を担う人材の

養成に努めます。 

また、自殺の要因は多岐にわたることから、市のみでなく、関係機関や民間団体とも協働し、地域や学校、

職場等、様々な場所において、自殺を予防するための人材の育成を図るよう推進していきます。 

 

（１）様々な職種を対象とする研修の実施 

市職員をはじめ、様々な職種を対象にしたゲートキーパー養成講座を実施し、地域全体で見守り支援がで

きるよう推進していきます。 

 

No. 内容 担当課 

1  様々な職種や地域ボランティア等を対象に、ゲートキーパー養成講座を実施しま

す。 

健康増進課 
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2  保健師が新任期から、研修やケース検討会議において、自殺対策の視点を学び、

地域住民の支援にあたることができるよう教育体制の整備に努めます。 

健康増進課 

3  ファミリー・サポート・センター協力会員や緊急サポートセンターサポート会員、訪問

支援員、母子愛育会推進員など、子育て家庭を訪問する機会のある支援者にゲー

トキーパー養成講座等への参加勧奨を行います。 

子ども支援課 

4  各種研修会などを通じて、保育士、学童保育所指導員の資質の向上に努めます。

また、ゲートキーパー養成講座の受講を勧奨します。 

保育課 

5  スクールカウンセラー、教育相談員等へ、ゲートキーパー養成講座の受講を勧奨し

ます。 

学校教育課 

 

（２）一般市民を対象とする研修の実施 

地域住民の身近な相談相手である民生委員・児童委員をはじめ、ボランティア等を対象に自殺対策に関す

る研修等を実施し、地域全体で見守り支援ができるよう推進していきます。 

 

No. 内容 担当課 

1  自治会、コミュニティづくり推進協議会、ＮＰＯ等の活動の活性化を図ることで、支え

あいや助けあいなど地域の見守りの力を広げます。コミュニティづくり推進協議会のイ

ベントでチラシを配布する等、啓発を行います。また、会長や役員、リーダーの役割

のかたに「ゲートキーパー養成講座」の受講を勧奨します。身近な地域で自殺予防

を意識できるかたを増やし、早期発見・早期対応につなげていきます。 

自治振興課 

2  健康づくり推進員に対し、ゲートキーパー養成講座の受講を勧奨します。 健康増進課 

3  さまざまな団体やボランティア等の活動の際に、ゲートキーパー養成講座等の開催

や自殺対策についての周知を図ります。 

健康増進課 

 

（３）学校教育に関わる人材の育成 

教育委員会と連携し、小中学校や教職員等に対して、自殺対策への理解を促進するための情報提供を行

い、子どもたちへの支援を強化します。 

 

No. 内容 担当課 

1  教職員向け研修の中で自殺問題や支援先等に関する情報を提供し、自殺問題に

対する認識を高めるとともに、指導・相談の充実を図ることにより、自殺を防ぐ体制を

強化します。SOSのサインをより的確に把握できるよう、学級運営を充実させます。 

学校教育課 
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3. 心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する 

 

自殺対策は「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」を減らし、「生きることの促進要因（自殺に対する

保護要因）」を増やすことにより、社会全体の自殺リスクを低下させることが必要です。 

そこで、本市においても「生きることの促進要因」として、自殺対策に関連する様々な分野の取組について、

幅広く推進していきます。 

 

（１）児童・生徒や家族に対する相談体制の充実と心の健康 

小中学校の教職員、スクールカウンセラー等の関係機関を中心とした教育相談体制の充実を図ります。 

 

No. 内容 担当課 

1  児童・生徒の立哨指導を通して、子どもたちの変化に気づき、必要に応じて適切な

関係機関につなげていきます。 

学校教育課 

2  心のホット相談員やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーを配置し、い

じめや学校生活の悩み等の相談に対し、問題解決に向けて対応します。児童・生徒

に寄り添う教育相談体制を構築し、心の教育の効果的な推進、児童・生徒の望まし

い成長と自己実現への支援を行います。 

学校教育課 

3  特別支援学級や通級指導教室の充実を図り、個々に応じた指導や相談体制を強

化します。就学支援事業を通じて、就学に不安を抱える家庭を支えます。 

学校教育課 

4  親子同士の交流の場や相談窓口として、蓮田駅西口行政センター内子育てサポー

トコーナープレックス・キッズをはじめ、各地域の地域子育て支援拠点施設の拡充を

図ります。 

子ども支援課 

 

（２）若年層の心の健康を支援する環境の整備 

若年層が抱える様々な問題（就労、人間関係、ひきこもり、生活困窮等）に対し、相談窓口の周知や関係機

関の連携を推進します。 

 

No. 内容 担当課 

1  市ホームページにおいて、ひきこもりに関する相談窓口等を掲載し、必要な

人が相談につながりやすい環境整備に努めます。 

健康増進課 

2  子供講座や市民大学などの講座において、大学等との連携を図り、生涯学

習の推進と社会参加を促進します。 

社会教育課 

 

（３）自殺対策に資する居場所づくりの推進 

生きづらさを抱えた人や孤立のリスクを抱えるおそれのある人が、地域とつながり、適切な支援を受けられる

よう、様々な世代に向けた交流の場の提供や居場所づくりの取組を推進していきます。 
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No. 内容 担当課 

1  埼葛北地区地域自立支援協議会では、地域活動支援センターを設置し、相談がで

きる居場所づくりを推進します。委託相談事業所や基幹相談支援センターと連携

し、相談支援事業の充実に努めます。 

福祉課 

2  民間企業等に地域子育て支援拠点事業を委託し、地域の子育てをサポートできる

体制を構築します。 

保育課 

3  保育園等において、通常保育に加えて、一時預かり事業及び保育時間の延長を実

施することにより、保護者の育児負担の軽減を図り、社会とつながりを持てる時間を

確保します。 

保育課 

4  家庭保育室に保育委託することにより、保護者が安心して労働等に専念できる環境

を構築します。 

保育課 

5  簡易児童遊園地について、設置場所の見直し等を行い、子育て中の親同士の交流

が図れるよう支援します。 

みどり環境課 

6  障がい者の作業訓練や社会適応訓練の場を提供し、社会参加の促進を図るととも

に、地域での生活を支援します。 

福祉課 

7  子育て世帯の集まりに対して、子育てに関する講座を実施するとともに、情報交換の

場となるよう活動を支援します。 

子育て世帯の集まりの育成支援を行い、子育ての孤立化防止につなげます。 

子ども支援課 

 

8  子育てサークルに対して、子育てに関する講座を実施するとともに、情報交換の場と

なるよう活動を支援します。子育てサークルの育成支援を行い、子育ての孤立化防

止につなげます。子育てサークル活動の活性化を図るため、サークル指導者を育成

するための研修会を実施します。 

社会教育課 

保育課 

9  子育ての相互援助活動を支援するファミリー・サポート・センター事業や緊急サポー

ト事業、子育て世帯訪問支援事業を推進することで、子育ての孤立化の防止、子育

て負担の軽減を図ります。 

子ども支援課 

10  保護者同士が交流を図ることができるよう、家庭教育支援チームの活動を支援しま

す。 

子ども支援課 

11  地域子育て支援センターにおいて、親子が集い交流できる場を提供し、子育ての孤

立化を防ぎ、自殺のリスクの軽減を図ります。 

保育課 

12  子育て支援センターや子育て広場と連携し、地域全体で子育てを支える環境づくり

を行います。 

保育課 

13  保育園・児童センターのイベント等において、障がい児や高齢者等、様々な人々が

地域で交流する機会を提供します。 

保育課 

14  保育園の園庭開放等、地域住民との交流イベントを開催します。 保育課 

15  子どもたちに本に親しむ環境を提供し、子どもたちの豊かな心の育成を図ります。

様々な世代に対応した読書環境の充実を図ります。 

社会教育課 
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16  親子で参加できるイベントの開催や子ども会などの地域活動を支援し、交流機会の

充実を図ることで、地域で孤立せずに子育てできる環境づくりに努めます。 

社会教育課 

17  スポーツイベントやスポーツ教室などを開催することにより、スポーツの振興や社会

参加の機会をつくります。 

文化スポーツ

課 

18  自宅や学校などに居場所のない子ども・若者が居心地の良いサードプレイスを選択

できるように、官民連携で子ども・若者の居場所づくりを推進します。 

子ども支援課 

 

（４）支援者への支援 

悩みを抱える人だけでなく、悩みを抱える人を支える家族や地域の支援者に対して、集いの場等の情報提

供を行うとともに、必要に応じて適切な支援につながるよう推進します。 

 

No. 内容 担当課 

1  職員とその家族を対象に、メンタルヘルス面接相談・電話相談・メール相談、医療

機関の紹介、ストレスチェックを行い、健康に働くための職場づくりに努めます。 

秘書課 

2  失語症をもつ人が言語訓練や仲間との交流を図るとともに、家族同士の情報交換

の場として支援していきます。 

健康増進課 

3  徘徊が見られる高齢者を在宅で介護している家族に対して、端末機器を貸出し、家

族の介護負担の軽減を図ります。 

長寿支援課 

4  養護老人ホームへの入所手続きの中で、当人や家族等から問題状況等の把握に

努め、必要な支援先につなぎます。 

長寿支援課 

5  要介護認定の手続きで、介護に関する相談を受け、家族や当人が抱える様々な問

題を察知し、生きることの包括的支援につなぎます。 

長寿支援課 

6  認知症の人を介護する家族のつどいを開催し、介護者が悩みを相談しあい、情報交

換・情報共有を行うことにより、家族同士の相互の支え合いを推進します。 

在宅医療介護

課 

 

（５）災害や感染症により増大する不安への対応 

災害が起きた場合の被災者や、避難所における感染症の発生は、様々なストレス要因を抱えることとなるた

め、各種の生活上の衛生環境を可能な限り改善し、不安や悩みに対する相談を実施します。 

 

No. 内容 担当課 

1  災害時の対応について、安全な避難所の設営をすることにより、不安への対応をし

ていきます。 

危機管理課 

 

4. 適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする 

 

自殺の危険性の高い人の早期発見に努め、精神科医療、保健、福祉等の各施策の連動性を高めて、誰も

が適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにします。また、精神科医療につながった後も、その人
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が抱える悩み、すなわち自殺の危険性を高めた背景にある経済・生活の問題、福祉の問題、家族の問題など

様々な問題に対して包括的に対応していきます。 

 

（１）うつ病が疑われる症状の早期発見 

うつ病が疑われる症状の早期発見に努めるとともに、医療機関等の適切な機関につなぐよう、支援体制を

強化していきます。 

 

No. 内容 担当課 

1  うつ病自己チェックを掲載したリーフレットの窓口への配架等により、うつ病について

の症状や早期に医療受診することの重要性について、広く周知していきます。 

健康増進課 

2  妊産婦・新生児訪問時において、産後うつ病のリスク判定に役立つ EPDS（エジンバ

ラ産後うつ病質問紙票）を活用し、うつ傾向がみられるかたを相談支援につなぎま

す。 

子ども支援課 

 

（２）相談体制の整備 

悩みや不安を抱える人からの相談に応じることができる、相談体制の構築を図ります。適切な支援を迅速に

受けられるよう、市の相談支援体制を強化していきます。 

 

No. 内容 担当課 

1  弁護士による法律相談を実施し、法的な事柄に関して悩み事を抱えるかたに対する

アドバイスを行います。 

広報広聴課 

2  消費生活相談員による消費生活や多重債務に関する相談を実施します。アドバイ

ザー弁護士による専門相談会を実施します。 

商工課 

3  こども家庭センターを設置し、妊娠から出産、子育てに切れ目なく伴走することで虐

待等の予防と迅速な対応を行います。 

子ども支援課 

4  伴走型相談支援として、妊娠届出時、妊娠 8か月頃、出産後、保健師等が面談を

行い、必要に応じて適切な相談窓口等につなぎます。 

子ども支援課 

5  両親学級等において、妊娠出産子育てに関する知識の普及を図るとともに、妊娠期

からの仲間づくりを推奨し、子育ての孤立化を防ぎます。また、支援が必要な場合

は、地区担当保健師等が継続的に関わります。 

子ども支援課 

6  市内３か所に地域包括支援センターを設置し、高齢者の身近な相談に対応します。 在宅医療介護

課 

7  総合相談窓口を設置し、包括的に相談を受け止め、適切な部署につなぎます。必

要に応じて関係課とともにそれぞれの役割分担を調整し、課題解決に向けて必要な

支援を行います。 

福祉課 
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5. ハイリスク者・家族への支援を推進する 

 

自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐための対策を強化します。地域において、かかりつけの医師等がうつ

病と診断した人や救急医療機関に搬送された自殺未遂者について、生活上の課題等の確認し、精神科医療

につなげるための相談支援体制及び様々な分野の相談機関につなげる多機関連携体制づくりを行っていきま

す。 

また、自殺により遺された人等に対し、必要な支援情報を得ることができるよう情報提供を推進するなど、支

援を充実させていきます。 

 

（１）自殺未遂者への支援 

自殺未遂者は、失業や倒産、多重債務等の社会的な要因や健康問題などが継続していることが多いため、

医療機関や関係機関等が連携・協力して包括的に支援する体制を整備します。 

 

No. 内容 担当課 

1  自殺念慮※2や自殺未遂の相談に対し、庁内関係課や関係機関と連携して支援して

いきます。 

健康増進課 

2  自殺未遂者の早期支援介入や連携の方法、相談窓口の周知方法等について、医

療、救急、警察、行政等の関係機関と情報交換を行い、実施可能な取組について

検討します。 

健康増進課 

3  救急活動等において把握した自殺未遂者等に対しては、適切な相談窓口を周知す

るとともに、関係機関で連携を図ります。 

消防課 

 

（２）遺された人への支援 

自殺者の親族や周囲の人々は深い悲しみに見舞われます。遺族等が必要に応じて支援情報を迅速に得る

ことができるよう、情報提供の充実を図ります。 

 

No. 内容 担当課 

1  埼玉県が作成したリーフレット等を健康増進課窓口等に配架し、自死遺族のかたへ

の情報周知に努めます。 

健康増進課 

 

（３）自殺リスクを抱える可能性があるかたへの支援 

自殺リスクを抱える可能性のあるかたに対しては、行政手続きや相談等を通じて、本人や家族等の状況把

握に努めるとともに、必要に応じて適切な相談機関や支援先につないでいきます。 

 

 

                                         
2 自殺念慮とは、自殺の具体的な方法を考えている、もしくは準備を始めた、または準備が完了して

いる状態をいいます。自殺を想像する、自殺について真剣に考える、自殺を計画すること。 
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No. 内容 担当課 

1  消費者被害や高齢者虐待などの権利擁護に関する相談を通じて、自殺のリスクの

軽減に努めます。 

在宅医療介護

課 

2  居宅介護やショートステイ等の障がい福祉サービスを通じて、障がいをもつかたの生

活の支援を行うとともに、利用者や家族からの相談に応じます。 

福祉課 

3  障がい者が自立した日常生活等を営むことができるよう、コミュニケーション支援事

業、日常生活用具給付事業、移動支援事業、日中一時支援事業等を実施します。 

福祉課 

4  作業所を運営する事業者と連携を図り、利用者の状況把握に努め、必要に応じて

他の相談機関へつなぎます。 

福祉課 

5  障がい者の一般就労機会の拡大を図るとともに、障がい者が安心して働き続けられ

るよう、就労と生活の支援を総合的に実施します。蓮田市障がい就労支援センター

において、職業相談、就職準備支援、職場実習支援、職場定着支援等を行い、障

がい者の自立と社会参加を図り、利用者の状況把握に努め、就労以外の問題に対

しては、必要に応じて他の相談機関へつなぎます。 

福祉課 

6  精神疾患などの受診者の通院医療費における負担軽減を図るため、国や県と連携

して自立支援医療制度の周知に努めます。在宅サービス及び施設サービスにおけ

る介護給付事業に際して、障がいのあるかたへの支援体制の充実を図るとともに、

対象者の状況把握に努め、必要に応じて適切な相談窓口につなぎます。 

福祉課 

7  健康相談や栄養相談で健康や疾病についての相談支援を行う際には、相談者の状

況把握に努め、必要に応じて地区担当保健師や他の相談窓口につなぎます。 

健康増進課 

8  健康相談やフレイル予防についての相談支援を行う際には、相談者の状況把握に

努め、必要に応じて適切な相談窓口につなぎます。 

在宅医療介護

課 

9  精神保健福祉士及び保健師による心の健康に関する相談を実施し、心の問題を抱

える人を支援します。 

健康増進課 

10  早期発見、早期治療の推進を図るため、がん検診の受診勧奨を行うとともに、がん

患者が抱える様々な悩みに対し、必要に応じて、がん相談支援センター等の専門相

談につなぎ、併せて、精神的なケアが受けられるように支援します。 

健康増進課 

11  がんの治療に伴う外見の変化を補うためのアピアランスケア用品購入に要する費用

の一部を助成することにより、がん患者の精神的及び経済的な負担を軽減するとと

もに、療養生活の質の向上を図り、社会生活を支援します。 

健康増進課 

12  統合失調症やうつ病等の精神疾患をもつかたに対し、必要に応じて地区担当保健

師等による支援を実施し、自殺予防を図ります。 

健康増進課 

13  統合失調症やうつ病等の精神障がいを抱えるかたとその家族の相談に対し、関係

機関と連携し適切な支援に努めます。 

健康増進課 

14  発達支援センターを開設し、運動やことば、コミュニケーションなどの障がいが気にな

る子どもやその家族に対する相談体制を強化することにより、保護者の負担の軽減

を図ります。 

学校教育課 
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15  子育ての相互援助活動を支援するファミリー・サポート・センター事業や緊急サポー

ト事業、子育て世帯訪問支援事業を推進することで、子育ての孤立化の防止、子育

て負担の軽減を図ります。 

子ども支援課 

16  子どもの発達相談等について様々な悩みに対し支援を行うとともに、必要に応じて親

子教室や心身障害児通園施設さくら園などにつなぎます。 

子ども支援課 

17  児童扶養手当の申請、現況届受付やひとり親家庭等医療費の申請において、対象

者の状態把握に努め、必要に応じて相談機関につなぎます。 

子ども支援課 

18  新生児訪問、こんにちは赤ちゃん事業等で訪問し、家庭の状況把握に努めるととも

に、必要に応じて適切な支援へつなぎます。 

子ども支援課 

19  乳幼児健診や相談において、来所者の状況把握に努め、保護者の負担や不安感

の軽減に努めます。乳幼児健診において、医療受診や継続相談が必要な場合は、

関係機関等と連携して支援に努めます。 

子ども支援課 

20  母子保健推進員による母子愛育会会員への電話支援を実施し、地域における子育

て支援をを実施します。支援が必要な場合は、地区担当保健師が継続支援を実施

します。 

子ども支援課 

21  両親学級等において、妊娠出産子育てに関する知識の普及を図るとともに、妊娠期

からの仲間づくりを推奨し、子育ての孤立化を防ぎます。また、支援が必要な場合

は、地区担当保健師等が継続的に関わります。 

子ども支援課 

22  保育課の職員が、生活上の様々な問題を抱えている保護者の状況把握に努め、必

要に応じて適切な関係機関につなぎます。 

保育課 

23  あんしんサポートねっと事業（日常的金銭管理事業）を通じて、判断に不安のある高

齢者や障がい者が安心して日常生活を送れるよう、福祉サービスの利用援助や日

常的な金銭管理等の支援を行います。 

蓮田市社会福

祉協議会 

24  徘徊が見られる高齢者を在宅で介護している家族に対して、端末機器を貸出し、家

族の介護負担の軽減を図ります。 

長寿支援課 

25  様々な窓口を訪れた自殺ハイリスク者に対し、支援相談窓口の情報が伝わるよう、

庁内関係課や関係機関と連携していきます。 

健康増進課 

26  犯罪被害者への支援について、蓮田市犯罪被害者等支援条例に基づく支援を行っ

ていきます。 

危機管理課 

 

6. 地域における連携とネットワークの強化 

 

自殺の多くは、経済・生活問題、健康問題、家庭問題等の様々な要因が複合的に関係し、追い込まれた末

の死です。自殺を防ぐためには、地域社会全体で、それぞれの人・機関が役割分担して対策を推進していくこ

とが必要です。行政だけでなく、関係機関、民間団体、学校、企業、さらに市民も含めて、包括的に取組を推

進していくよう、相互の連携強化を一層進めていきます。 

 



第４章 具体的な取組 

48 

 

（１）地域におけるネットワークの強化 

本市の庁内各部署や既存の各種連絡会議、関係機関、民間団体と連携して、総合的かつ効果的に自殺

対策を推進します。また、各種計画において、自殺対策との連動を図っていきます。 

 

No. 内容 担当課 

1  「第３期蓮田市地域福祉計画」に盛り込んだ自殺対策についての事業を実施してい

きます。 

福祉課 

2  民生委員・児童委員による地域の見守りを実施するとともに、様々な相談を受け、必

要に応じて関係機関につなぎます。 

福祉課 

3  健康づくり推進協議会において、自殺対策の視点を踏まえた健康づくり事業の協議

を行います。 

健康増進課 

4  自殺予防対策庁内連携会議を開催し、全庁的に自殺対策を推進していきます。 健康増進課 

5  医療、救急、教育、警察などの地域の関係機関と連携して、ハイリスク者の早期支

援の検討や相談窓口の啓発等を行っていきます。 

健康増進課 

6  「健康はすだ２１（第３次）」の取組の方向性「休養・睡眠」において自殺対策と連動し

た施策を盛り込みます。 

健康増進課 

7  蓮田市自殺対策計画（第２期）に基づき、関係各課、関係機関と連携し、自殺対策

事業を実施します。 

健康増進課 

8  こども計画と連動し、子どもや若者、妊産婦や子育て世帯への支援強化を図ります。 子ども支援課 

9  市内の社会福祉法人、医療保健福祉の関係者、ボランティア団体、学校等との情

報交換会議や意見交換会等を通じて、地域における福祉教育や福祉ネットワークの

構築を図ります。 

蓮田市社会福

祉協議会 

10  精神保健福祉関係者連絡会を開催し、庁内関係課や関係機関との連携を図るとと

もに、自殺対策を推進していきます。 

健康増進課 

 

（２）勤務問題による自殺リスクの軽減に向けた相談体制の強化 

長時間労働等の様々な勤務問題に対し、労働者や経営者を対象とした各種相談窓口について、関係機関

との連携を図りながら、周知方法等を検討していきます。 

 

No. 内容 担当課 

1  教育訓練講座を受講した母子家庭の母または父子家庭の父に対し、教育訓練給

付金を支給し、就労支援を行います。看護師等の養成機関を修業した母子家庭の

母または父子家庭の父に対し、高等職業訓練促進給付金を支給し、就労支援を行

います。 

子ども支援課 

2  ハローワーク、埼玉県、関係機関と連携し、就労支援に関する情報を市役所専用コ

ーナーに掲示します。市役所商工課窓口においてハローワークオンライン提供を運

営します。埼玉県と共催で就労支援セミナーを開催します。 

商工課 
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（３）市内事業所や労働者、家族に対する心身の健康づくりの普及啓発 

長時間労働による心身の不調等のメンタルヘルスに関する対策について、普及啓発を図るとともに、健康診

断の受診勧奨を推進します。 

 

No. 内容 担当課 

1  商工会員に対し、啓発チラシの配布等を行います。 商工課 

 

（４）勤務問題に関わる効果的な自殺対策の取組の検討 

市内在住の勤労者の実態把握に努めるとともに、国や県の動向を踏まえて、関係機関等と情報交換を行い

ながら、勤務問題に対する効果的な自殺対策の取組を調査研究します。 

 

No. 内容 担当課 

1  勤務問題に関わる効果的な自殺対策の取組を検討します。 健康増進課 

2  誰もが働きながら私生活も充実できる社会を目指し、仕事と子育ての両立ができる

働きやすい環境づくり（ワーク・ライフ・バランス）を推進します。母子健康手帳交付時

等においてワーク・ライフ・バランスの支援制度の周知に努めます。 

子ども支援課 

庶務課 

 

Ⅱ 重点施策 

１．子ども・若者への対策 （１） 若者の抱えやすい課題に着目した児童・生徒・学生などへの 

支援の充実 

（２） 経済的困難を抱える子どもなどへの支援の充実 

（３） 関係機関などと連携した子ども・若者への支援の充実 

（４） ＩＣＴを活用した若者へのアウトリーチの強化 

（５） 社会全体で子ども・若者の自殺のリスクを減らす取組 

（６） ＳＯＳの出し方に関する教育の実施 

２．女性への対策 （1） 妊産婦への支援の充実 

（２） 困難な問題を抱える女性への支援 

３．高齢者への対策 （１） 高齢者が安心して生活するための支援と連携体制の充実 

（２） 高齢者支援に携わる人材の養成 

（３） 高齢者の健康づくり社会参加及び居場所づくりの促進 

４．生活困窮者への対策 （１） 生活困窮者自立相談支援事業との連動 

（２） 生活困窮者に対する生きる支援の推進と連携の強化 
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1. 子ども・若者への対策 

 

（１）若者の抱えやすい課題に着目した児童・生徒・学生などへの支援の充実 

ライフステージ（学校の各段階）や立場（学校や社会とのつながりの有無等）ごとに置かれている状況は異な

っており、自殺に追い込まれている状況も異なります。それぞれの集団に置かれている状況に沿った施策を実

施し、支援の充実を図ります。 

 

No. 内容 担当課 

1  心のホット相談員やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーを配置し、い

じめや学校生活の悩み等の相談に対し、問題解決に向けて対応します。児童・生徒

に寄り添う教育相談体制を構築し、心の教育の効果的な推進、児童・生徒の望まし

い成長と自己実現への支援を行います。 

学校教育課 

2  児童・生徒が自他を尊重し、命の大切さについて実感できるよう、人権作文・人権標

語への取組、各種人権教育研修会の開催、人権教育研究校の委嘱研究を通じ

て、児童・生徒の人権教育に関する意識の向上を図ります。 

学校教育課 

3  要保護児童対策地域協議会において、学校、児童相談所等の関係機関と連携し、

虐待を受けている児童の早期発見、早期対応及び見守り等を通じて、自殺リスクの

軽減を図ります。 

子ども支援課 

4  放課後に小学校の教室などを活用し、地域のかたが指導者やボランティアとして参

加して、子どもたちとのスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動などを行う放課

後子ども教室を実施します。 

社会教育課 

5  小中学校の福祉教育を推進し、福祉の心の醸成を図ります。 蓮田市社会福

祉協議会 

6  学習の遅れた児童・生徒を対象に、退職校長及び教員を講師として定期的に補充

授業を行い、学習支援を行います。 

学校教育課 

7  自宅や学校などに居場所のない子ども・若者が居心地の良いサードプレイスを選択

できるように、官民連携で子ども・若者の居場所づくりを推進します。 

子ども支援課 

8 道徳授業において、携帯やスマートフォンの利用に際し、思いやりをもった使い方等

を指導します。 

学校教育課 

9 小・中学校の児童・生徒・保護者代表が集まり、携帯やスマートフォンの利用に関す

る意見交換会を実施し、利用のマナーやルール等について各学校の指導にも生か

します。 

学校教育課 

10 携帯やスマートフォンの使い方講座を開催し、児童・生徒に対し安全な使用方法を

指導します。 

学校教育課 

 

（２）経済的困難を抱える子どもなどへの支援の充実 

生活困窮の問題を抱えた子どもに対し、安心して学校生活が送れるよう、経済的な支援をはじめ、学習支
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援等の学業へのサポートを実施していきます。 

 

No. 内容 担当課 

1  生活困窮者等の相談に対応し、自立に向けたプラン作成等の支援を行うとともに、

必要に応じ関係機関と連携し自立に向けた支援を実施します。生活困窮世帯等の

中高生への学習支援により、進学や中退防止支援を行います。 

福祉課 

2  同一世帯から保育園等に入園している第２子以降等の保育料について軽減を図る

ことにより、保育料の経済的負担の軽減を図ります。また、保育園等に入園する第３

子以降の０歳児から２歳児クラスの児童の保育料を無料にすることにより、多子世帯

における経済的負担の軽減を図ります。 

保育課 

3  保育料の未納者に対して、必要に応じて適切な相談窓口につなぎます。経済的理

由により就学が困難なかたに対する入学準備金の貸付事業を実施します。 

保育課 

 

（３）関係機関などと連携した子ども・若者への支援の充実 

学校、関係機関及び地域の支援者等が連携して、子どもの自殺対策にあたることができる仕組みづくりや支

援を行っていきます。 

 

No. 内容 担当課 

1  心の教育を効果的に推進できるよう児童・生徒に寄り添う教育相談体制を構築し、

児童・生徒の望ましい成長、自己実現への支援を行い、心豊かな子どもを育てま

す。身近に相談できる人がいることを実感することにより、自殺を防ぎます。 

学校教育課 

庶務課 

2  発達支援センターを開設し、運動やことば、コミュニケーションなどの障がいが気にな

る子どもやその家族に対する相談体制を強化することにより、保護者の負担の軽減

を図ります。 

学校教育課 

3  小・中学校の授業の一環として、乳幼児とのふれあい事業を実施し、子育てに関す

る知識を習得できる機会を提供します。 

保育課 

学校教育課 

4  若年者の様々な心の悩みやひきこもり等の相談に対し、関係機関と連携し支援して

いきます。 

健康増進課 

5  市内小・中学校の児童・生徒等を対象に、賢い消費者になるための出前講座を実

施します。 

商工課 

6  消費生活モニターが講師となり、市内の幼稚園及び保育園において幼児向け消費

者教育を実施します。 

商工課 

7  青少年育成推進員連絡会と連携し、子ども・若者の地域における健全な育成を図り

ます。 

子ども支援課 

 

（４）ＩＣＴを活用した若者へのアウトリーチの強化 

若者は、自発的には相談や支援につながりにくい傾向があるため、ICT を活用した若者へのアウトリー
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チを強化していきます。 

 

No. 内容 担当課 

1  やむを得ず学校に登校できない児童・生徒等への ICTを活用した学習指導を実施

し、多様な子どもたちを誰一人取り残すことのない教育を推進します。 

学校教育課 

 

（５）社会全体で子ども・若者の自殺リスクを減らす取組 

学校や地域等が連携して、子ども・若者が SOS を出したときに、それを受け止めることのできる身近な大人

を地域に増やすための取組を推進していきます。 

 

No. 内容 担当課 

1  子どもたちに本に親しむ環境を提供し、子どもたちの豊かな心の育成を図ります。

様々な世代に対応した読書環境の充実を図ります。 

社会教育課 

2  「蓮田市いじめ防止基本方針」に基づき、必要な組織を設置し、問題が生じた際は

関係機関と緊密に連携強化し、実効的ないじめ防止対策に取り組みます。 

庶務課 

3  民生委員・児童委員による地域の見守りを実施するとともに、様々な相談を受け、必

要に応じて関係機関につなぎます。 

福祉課 

4  学校や家庭、地域社会が抱えている課題を地域ぐるみで解決できるよう、保護者や

地域住民が学校運営に参画するコミュニティスクールを設置し、地域全体で子ども

たちの健全育成を図ります。 

学校教育課 

5  緊急の避難場所として「子ども１１０番の家」の設置個所数を増やし、犯罪から子ども

を守るとともに、地域全体で子どもを見守る環境づくりを進めます。 

学校教育課 

6  小学校や保育園等での伝統文化伝承活動やものづくり体験などにおいて、祖父母

や高齢者を招待して地域での世代間交流を促進し、命の大切さについて考える機

会を提供します。 

学校教育課 

保育課 

7  地域や社会に開かれた学校づくりを一層推進することにより、地域全体で児童・生徒

を見守る基盤づくりを行います。 

学校教育課 

8  登下校時の児童・生徒の安全を確保するため、学校とスクール・ガード・リーダーを

中心とした見守り活動の組織等との連携により、地域防犯体制を確立します。 

学校教育課 

9  こども計画と連動し、子どもや若者、妊産婦や子育て世帯への支援強化を図ります。 子ども支援課 

10  年２回、夏休みと冬休みに子ども向け講座を実施し、子どもたちに学習の場を提供

するとともに、子どもたちの健全育成の環境づくりに努めます。 

社会教育課 

11  交通指導員による児童・生徒の登校指導を通して、子どもたちの変化に気づき、必

要に応じて適切な関係機関につなげていきます。 

自治振興課 

 

（６）ＳＯＳの出し方に関する教育の実施 

児童・生徒が「かけがえのない個人」として、自己肯定感を高め、ともに尊重しあいながら生きていくことにつ
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いて考え、悩みを抱えた時に、身近にいる信頼できる大人（親・教職員・地域の相談窓口等）に SOSを出すこと

ができるようになることを目指します。 

 

No. 内容 担当課 

1  「蓮田市いじめ防止基本方針」に基づき、必要な組織を設置し、問題が生じた際は

関係機関と緊密に連携強化し、実効的ないじめ防止対策に取り組みます。 

庶務課 

2  一人ひとりの指導を通じて、子どもが発するＳＯＳのサインを的確に把握できるよう、

関係諸機関と積極的に連携し、自殺予防につなげます。 

学校教育課 

子ども支援課 

保育課 

3  教職員向け研修の中で自殺問題や支援先等に関する情報を提供し、自殺問題に

対する認識を高めるとともに、指導・相談の充実を図ることにより、自殺を防ぐ体制を

強化します。SOSのサインをより的確に把握できるよう、学級運営を充実させます。 

学校教育課 

4  児童・生徒が情報を主体的に収集・選択・活用するとともに、悩みや不安等がある

時に情報機器を活用し、適切にＳＯＳを出せるような教育の充実に努めます。 

学校教育課 

 

2. 女性への対策 

（１）妊産婦への支援の充実 

妊娠期から出産後の養育に支援が必要な妊婦、妊婦健診を受けずに出産に至った産婦といった特定妊婦

等への支援の強化を図るため、関係機関の連携を促進し、支援を進めていきます。 

また、産後うつの予防等を図る観点から、産後の健康状態や生活環境等の把握を行い、心身の不調また

は育児不安等を抱える者等に対する支援を強化します。妊産婦への心身のケアや育児のサポート等を行い、

産後も安心して子育てができる支援体制づくりを行っていきます。 

 

No. 内容 担当課 

1  こども家庭センターを設置し、妊娠から出産、子育てに切れ目なく伴走することで虐

待等の予防と迅速な対応を行います。 

子ども支援課 

2  伴走型相談支援として、妊娠届出時、妊娠 8か月頃、出産後、保健師等が面談を

行い、必要に応じて適切な相談窓口等につなぎます。 

子ども支援課 

3  妊産婦・新生児訪問時において、産後うつ病のリスク判定に役立つ EPDS（エジンバ

ラ産後うつ病質問紙票）を活用し、うつ傾向がみられるかたを相談支援につなぎま

す。 

子ども支援課 

4  母子愛育会活動を通じて、母と子の健康づくりを支援するとともに、地域における仲

間づくりや情報交換等を通じて、子育ての孤立化を防ぎ、自殺リスクの軽減を図りま

す。 

子ども支援課 

5  新生児訪問、こんにちは赤ちゃん事業等で訪問し、家庭の状況把握に努めるととも

に、必要に応じて適切な支援へつなぎます。 

子ども支援課 
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6  乳幼児健診や相談において、来所者の状況把握に努め、保護者の負担や不安感

の軽減に努めます。乳幼児健診において、医療受診や継続相談が必要な場合は、

関係機関等と連携して支援に努めます。 

子ども支援課 

7  母子保健推進員による母子愛育会会員への電話支援を実施し、地域における子育

て支援をを実施します。支援が必要な場合は、地区担当保健師が継続支援を実施

します。 

子ども支援課 

8  両親学級等において、妊娠出産子育てに関する知識の普及を図るとともに、妊娠期

からの仲間づくりを推奨し、子育ての孤立化を防ぎます。また、支援が必要な場合

は、地区担当保健師等が継続的に関わります。 

子ども支援課 

9  支援の必要性が高い妊産婦に対して、産科・精神科等の医療機関と連携し、きめ細

かな支援を行います。 

子ども支援課 

 

（２）困難な問題を抱える女性への支援 

性犯罪・性暴力被害者等、困難な問題を抱える女性への支援を推進するための相談体制づくりに 努めま

す。また、新型コロナウイルスの感染拡大による望まない孤独・孤立で不安を抱えるかたや、解雇等に直面す

るかた等、様々な困難・課題を抱える女性に寄り添ったきめ細かい相談支援を行っていきます。 

 

No. 内容 担当課 

1  DV被害者相談等において、関係各課と連携した取組を行います。 庶務課 

2  関係機関と連携し、ＤＶに関する情報提供や相談窓口の充実を図るとともに、必要

に応じて適切な支援機関につなぎます。 

庶務課 

子ども支援課 

 

3. 高齢者への対策 

（１）高齢者が安心して生活するための支援と連携体制の充実 

高齢者が地域で安心して生活できるような様々な支援を実施していくとともに、包括的な支援となるよう、関

係機関相互の連携を強化していきます。 

No. 内容 担当課 

1  民生委員・児童委員による地域の見守りを実施するとともに、様々な相談を受け、必

要に応じて関係機関につなぎます。 

福祉課 

2  徘徊が見られる高齢者を在宅で介護している家族に対して、端末機器を貸出し、家

族の介護負担の軽減を図ります。 

長寿支援課 

3  養護老人ホームへの入所手続きの中で、当人や家族等から問題状況等の把握に

努め、必要な支援先につなぎます。 

長寿支援課 

4  要介護認定の手続きで、介護に関する相談を受け、家族や当人が抱える様々な問

題を察知し、生きることの包括的支援につなぎます。 

長寿支援課 

5  緊急通報システムを利用しているひとり暮らし高齢者の安否確認等を通じて、問題

の早期発見や他機関へのつなぎ等を行います。 

長寿支援課 
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6  第９期介護保険事業計画に基づき、介護保険給付等を適正に行うことにより、介護

の負担軽減を図ります。 

長寿支援課 

在宅医療介護

課 

7  配食サービスを実施し、食事の提供機会を活用し高齢者の安否確認を行い、緊急

時に救急活動を行う等の対応を行います。 

長寿支援課 

8  高齢者や認知症のかたが家族や地域から孤立することを防止するために、地域にお

いて高齢者への見守り活動を通じて、日常生活における問題を早期に発見し、自殺

のリスクの軽減に努めます。 

在宅医療介護

課 

9  在宅医療と介護を一体的に提供するために医療・介護関係機関や関係市町村など

と緊密に連携し、多職種連携・協働による包括的かつ継続的なサービスの提供を可

能とする環境整備を推進します。 

在宅医療介護

課 

10  地域包括支援センターが、高齢者や認知症のかたなどの総合相談を受ける中で、

家族や本人が抱える様々な問題を察知し、生きることの包括的支援につなげます。 

在宅医療介護

課 

11  消費者被害や高齢者虐待などの権利擁護に関する相談を通じて、自殺のリスクの

軽減に努めます。 

在宅医療介護

課 

12  はすだ地域支えあいサービス事業を通じて、社会福祉協議会の登録ボランティア

（協助会員）による、高齢世帯等の日常生活のちょっとした困りごとのお手伝いを行

い、地域での生活を支援します。 

蓮田市社会福

祉協議会 

13  ひとり暮らし高齢者等見守り事業を通じて、社会福祉協議会の登録ボランティア（見

守り協力員）と民生委員による、住み慣れた地域で高齢者が安心・安全に生活でき

るよう見守り訪問をします。 

蓮田市社会福

祉協議会 

14  ひとり暮らしの高齢者や要介護認定を受けているかた及び障がいのあるかたの世帯

で、自らがごみを集積所まで持ち出すことが困難な場合に、ごみを個別に収集する

「ふれあい収集」を実施し、安否確認を行い、必要に応じて市等の窓口につなぎま

す。 

蓮田白岡環境

センター 

 

（２）高齢者支援に携わる人材の養成 

地域での身近な支援者が要支援者の状況に気づき、必要に応じて関係機関につなぐことができるよう、地

域におけるゲートキーパーの養成を推進します。 

 

No. 内容 担当課 

1  各種のボランティア養成講座や研修会等を開催し、広くボランティア活動を支援しま

す。 

蓮田市社会福

祉協議会 

 

（３）高齢者の健康づくり社会参加及び居場所づくりの促進 

高齢者の社会貢献や生きがいづくりを推進するとともに、高齢者が集い、情報交換できる場所を提供し、悩

みを抱えた人の孤立を防ぐための居場所づくりを促進していきます。 
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No. 内容 担当課 

1  シルバー人材センターが実施する、自らの生きがいづくりや社会参加への就業機会

の増大を図るために行う事業に対し、運営を支援します。 

長寿支援課 

2  老人福祉センターの利用を促進し、世代間交流や地域交流が図れるよう支援しま

す。 

長寿支援課 

3  寿大学の開催等老人クラブ連合会への支援を行い、高齢者の生きがいづくりを支援

します。 

長寿支援課 

4  地域活動の担い手や地域のリーダーとなる人材の育成を図ります。 長寿支援課 

5  高齢者が地域での介護予防の活動に参加し、役割をもって自立した生活を続けら

れるための普及啓発や地域活動支援等を行う「一般介護予防事業」を実施します。

住民が主体的に取り組む体操教室の発足や運営を支援することにより、要介護状

態となっても高齢者自身が社会参加する機会の提供、生きがいと地域で支え合う体

制を構築します。 

在宅医療介護

課 

6  小学校や保育園等での伝統文化伝承活動やものづくり体験などにおいて、祖父母

や高齢者を招待して地域での世代間交流を促進し、命の大切さについて考える機

会を提供します。 

学校教育課 

保育課 

7  ふれあい・いきいきサロンの運営の支援を通じて、身近な地域で高齢者等の居場所

づくりや交流の場の提供を図ります。 

蓮田市社会福

祉協議会 

 

 

4. 生活困窮者への対策 

 

（１）生活困窮者自立相談支援事業との連動 

生活困窮者に対する生活困窮者自立相談支援事業の周知啓発に努めるとともに、包括的な相談支援を

図るよう、関係機関の連携強化を推進します。 

 

No. 内容 担当課 

1  生活困窮者等の相談に対応し、自立に向けたプラン作成等の支援を行うとともに、

必要に応じ関係機関と連携し自立に向けた支援を実施します。生活困窮世帯等の

中高生への学習支援により、進学や中退防止支援を行います。 

福祉課 

 

（２）生活困窮者に対する生きる支援の推進と連携の強化 

様々な問題を抱えた生活困窮者に対して、適切な相談支援を行うとともに、関係機関の連携を強化してい

きます。 
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No. 内容 担当課 

1  納税相談等において、生活困窮者と判断された場合は、必要に応じ消費生活相談

や生活保護相談等につなぎます。 

収納課 

2  生活保護受給者及び生活困窮者等に対し、ハローワークと連携し、巡回相談所を

市役所内に定期的に開催し、就労支援を行います。生活保護就労支援員及び生

活困窮者就労支援相談員とハローワークが連携し、ハローワークへ同行訪問等を行

い、就労支援を行います。 

福祉課 

3  生活困窮者に対し、生活保護制度の適正実施を行い、自立した生活を送るために

必要な支援を図るとともに、必要に応じて適切な支援先につなぎます。 

福祉課 

4  生活困窮者等の相談に対応し、自立に向けたプラン作成等の支援を行うとともに、

必要に応じ関係機関と連携し自立に向けた支援を実施します。生活困窮世帯等の

中高生への学習支援により、進学や中退防止支援を行います。 

福祉課 

5  介護保険料の滞納者については、必要に応じて適切な窓口につなぎます。 長寿支援課 

6  後期高齢者医療の保険料未納者等で経済的困窮者の場合は、適切な相談窓口に

つなぎます。 

国保年金課 

7  国民年金の減免や障害年金申請等の窓口業務を通じて、必要に応じて適切な相

談窓口につなぎます。 

国保年金課 

8  短期証等の被保険者に対する納税相談等を行い、必要に応じて適切な相談窓口

につなぎます。 

国保年金課 

9  水道料金の滞納整理の際に、生活困窮者に対し、必要に応じて適切な相談窓口に

つなぎます。 

水道課 

10  下水道使用料の滞納整理の際に、生活困窮者に対し、必要に応じて適切な相談窓

口につなぎます。 

下水道課 

11  同一世帯から保育園等に入園している第２子以降等の保育料について軽減を図る

ことにより、保育料の経済的負担の軽減を図ります。また、保育園等に入園する第３

子以降の０歳児から２歳児クラスの児童の保育料を無料にすることにより、多子世帯

における経済的負担の軽減を図ります。 

保育課 

12  保育料の未納者に対して、必要に応じて適切な相談窓口につなぎます。経済的理

由により就学が困難なかたに対する入学準備金の貸付事業を実施します。 

保育課 

13  福祉資金や生活福祉資金の貸付、彩の国あんしんセーフティネット事業等の取組を

通じて、経済的な問題等の解決に向けた支援に繋げます。 

蓮田市社会福

祉協議会 

14  ハローワーク、埼玉県、関係機関と連携し、就労支援に関する情報を市役所専用コ

ーナーに掲示します。市役所商工課窓口においてハローワークオンライン提供を運

営します。埼玉県と共催で就労支援セミナーを開催します。 

商工課 

15  消費生活相談員による消費生活や多重債務に関する相談を実施します。アドバイ

ザー弁護士による専門相談会を実施します。 

商工課 
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「生きる支援施策」一覧（所属別） 

 

政策調整課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  若者に対し、各種相談窓口等の情報発信ができるよう、大学との連

携を図ります。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(1) 

 

広報広聴課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  自殺対策強化月間（３月）や自殺予防週間（９月）等に合わせて、

広報やホームページ等を活用し、自殺対策等についての情報発信

を行います。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(3) 

2  弁護士による法律相談を実施し、法的な事柄に関して悩み事を抱

えるかたに対するアドバイスを行います。 

●基本４適切な精神保健医

療福祉サービスを受けられる

ようにする(2) 

 

危機管理課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  災害時の対応について、安全な避難所の設営をすることによ

り、不安への対応をしていきます。 

●基本３心の健康を支援す

る環境の整備と心の健康づ

くりを推進する(5) 

2  犯罪被害者への支援について、蓮田市犯罪被害者等支援条

例に基づく支援を行っていきます。 

●基本５ハイリスク者・家族

への支援を推進する(3) 

 

秘書課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  職員とその家族を対象に、メンタルヘルス面接相談・電話相談・メー

ル相談、医療機関の紹介、ストレスチェックを行い、健康に働くため

の職場づくりに努めます。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(4) 

 

庶務課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  性的マイノリティへの支援として、パンフレットの配布や、相談窓口の

周知を行います。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(1) 

2  誰もが働きながら私生活も充実できる社会を目指し、仕事と子育て

の両立ができる働きやすい環境づくり（ワーク・ライフ・バランス）を推

進します。母子健康手帳交付時等においてワーク・ライフ・バランス

●基本６地域における連携と

ネットワークの強化(4) 
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の支援制度の周知に努めます。 

3  心の教育を効果的に推進できるよう児童・生徒に寄り添う教育相談

体制を構築し、児童・生徒の望ましい成長、自己実現への支援を行

い、心豊かな子どもを育てます。身近に相談できる人がいることを実

感することにより、自殺を防ぎます。 

◆重点１子ども・若者への対

策(3) 

4  「蓮田市いじめ防止基本方針」に基づき、必要な組織を設置し、問

題が生じた際は関係機関と緊密に連携強化し、実効的ないじめ防

止対策に取り組みます。 

◆重点１子ども・若者への対

策(5) (6) 

5  広報への関係記事の掲載、関係冊子や啓発品の配布等による啓

発を行います。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(1) 

6  男女共同参画社会づくりを推進する意識啓発事業として、蓮田市

男女共生情報誌「ぱすてる」の発行や男女共同参画セミナー等を

開催します。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(1) 

7  人権について、市民が正しい理解と認識を深めるため、各種研修

会、講演会等を開催し、人権啓発活動を展開するとともに、障がい

者等の人権問題への理解を促進します。広報への関係記事の掲

載、チラシなどの配架を行います。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(2) 

8  人権について、市民が正しい理解と認識を深め、障がい者等の人権

問題への理解を促進するため、広報への関係記事の掲載、チラシ

などの配架を行します。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(3) 

9  DV被害者相談等において、関係各課と連携した取組を行います。 ◆重点２女性への対策(2) 

10  関係機関と連携し、ＤＶに関する情報提供や相談窓口の充実を図

るとともに、必要に応じて適切な支援機関につなぎます。 

◆重点２女性への対策(2) 

 

収納課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  納税相談等において、生活困窮者と判断された場合は、必要に応

じ消費生活相談や生活保護相談等につなぎます。 

◆重点４生活困窮者への対策

(2) 

 

自治振興課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1 自治会、コミュニティづくり推進協議会、ＮＰＯ等の活動の活性化を

図ることで、支えあいや助けあいなど地域の見守りの力を広げます。

コミュニティづくり推進協議会のイベントでチラシを配布する等、啓発

を行います。また、会長や役員、リーダーの役割のかたに「ゲートキ

ーパー養成講座」の受講を勧奨します。身近な地域で自殺予防を

意識できるかたを増やし、早期発見・早期対応につなげていきます。 

●基本２自殺対策に関わる人

材の確保、養成及び資質の向

上を図る(2) 
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2 交通指導員による児童・生徒の登校指導を通して、子どもたちの変

化に気づき、必要に応じて適切な関係機関につなげていきます。 

◆重点１子ども・若者への対

策(5) 

 

 

みどり環境課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  簡易児童遊園地について、設置場所の見直し等を行い、子育て中

の親同士の交流が図れるよう支援します。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

 

商工課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  ハローワーク、埼玉県、関係機関と連携し、就労支援に関する情報

を市役所専用コーナーに掲示します。市役所商工課窓口において

ハローワークオンライン提供を運営します。埼玉県と共催で就労支

援セミナーを開催します。 

●基本６地域における連携と

ネットワークの強化(2) 

◆重点４生活困窮者への対

策(2) 

2  商工会員に対し、啓発チラシの配布等を行います。 ●基本６地域における連携と

ネットワークの強化(3) 

3  市内小・中学校の児童・生徒等を対象に、賢い消費者になるための

出前講座を実施します。 

◆重点１子ども・若者への対

策(3) 

4  消費生活モニターが講師となり、市内の幼稚園及び保育園におい

て幼児向け消費者教育を実施します。 

◆重点１子ども・若者への対

策(3) 

5  若者に対し、各種相談窓口等の情報発信ができるよう、近隣高校

や大学との連携を図ります。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(1) 

6  消費生活相談員が講師となり、市内の自治会やサロンなどからの要

望により、希望の場所へ出向いて消費生活に関する講座等を実施

します。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(2) 

7  消費生活相談員による消費生活や多重債務に関する相談を実施

します。アドバイザー弁護士による専門相談会を実施します。 

●基本４適切な精神保健医

療福祉サービスを受けられる

ようにする(2) 

◆重点４生活困窮者への対策

(2) 

 

福祉課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  ケアラー・ヤングケアラーに関する情報提供、相談窓口の周知を行

います。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(1) 
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2  生活困窮者に対し、生活保護制度の適正実施を行い、自立した生

活を送るために必要な支援を図るとともに、必要に応じて適切な支

援先につなぎます。 

◆重点４生活困窮者への対

策(2) 

 

3  生活困窮者等の相談に対応し、自立に向けたプラン作成等の支援

を行うとともに、必要に応じ関係機関と連携し自立に向けた支援を

実施します。生活困窮世帯等の中高生への学習支援により、進学

や中退防止支援を行います。 

◆重点１子ども・若者への対

策(2) 

◆重点４生活困窮者への対

策(1) 

◆重点４生活困窮者への対

策(2) 

4  生活保護受給者及び生活困窮者等に対し、ハローワークと連携し、

巡回相談所を市役所内に定期的に開催し、就労支援を行います。

生活保護就労支援員及び生活困窮者就労支援相談員とハローワ

ークが連携し、ハローワークへ同行訪問等を行い、就労支援を行い

ます。 

◆重点４生活困窮者への対

策(2) 

5  民生委員・児童委員による地域の見守りを実施するとともに、様々

な相談を受け、必要に応じて関係機関につなぎます。 

●基本６地域における連携と

ネットワークの強化(1) 

◆重点１子ども・若者への対

策(5) 

◆重点３高齢者への対策(1) 

6  「第３期蓮田市地域福祉計画」に盛り込んだ自殺対策についての事

業を実施していく。 

●基本６地域における連携と

ネットワークの強化(1) 

7  居宅介護やショートステイ等の障がい福祉サービスを通じて、障が

いをもつかたの生活の支援を行うとともに、利用者や家族からの相

談に応じます。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

8  埼葛北地区地域自立支援協議会では、地域活動支援センターを

設置し、相談ができる居場所づくりを推進します。委託相談事業所

や基幹相談支援センターと連携し、相談支援事業の充実に努めま

す。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

9  作業所を運営する事業者と連携を図り、利用者の状況把握に努

め、必要に応じて他の相談機関へつなぎます。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

10  障がい者が自立した日常生活等を営むことができるよう、コミュニケ

ーション支援事業、日常生活用具給付事業、移動支援事業、日中

一時支援事業等を実施します。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

11  障がい者の一般就労機会の拡大を図るとともに、障がい者が安心し

て働き続けられるよう、就労と生活の支援を総合的に実施します。

蓮田市障がい就労支援センターにおいて、職業相談、就職準備支

援、職場実習支援、職場定着支援等を行い、障がい者の自立と社

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 
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会参加を図り、利用者の状況把握に努め、就労以外の問題に対し

ては、必要に応じて他の相談機関へつなぎます。 

12  障がい者の作業訓練や社会適応訓練の場を提供し、社会参加の

促進を図るとともに、地域での生活を支援します。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

13  精神疾患などの受診者の通院医療費における負担軽減を図るた

め、国や県と連携して自立支援医療制度の周知に努めます。在宅

サービス及び施設サービスにおける介護給付事業に際して、障がい

のあるかたへの支援体制の充実を図るとともに、対象者の状況把握

に努め、必要に応じて適切な相談窓口につなぎます。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

 

 

健康増進課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  健康福祉まつりやがん検診等において、自殺対策やメンタルヘルス

に関する情報を発信します。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(1) 

2  自殺予防ゲートキーパー養成講座を開催し、相談機関の周知、地

域においての見守り体制を強化します。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(1) 

3  自殺予防啓発街頭キャンペーンを実施し、相談機関の周知、地域

における見守り体制を強化します。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(1) 

4  出前健康相談において、自殺対策に関する相談窓口等の周知をし

ていきます。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(1) 

5  心の健康講座において、メンタルヘルスに関するテーマで講座を行

うとともに、自殺対策についても広く周知します。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(2) 

6  自殺対策強化月間（３月）や自殺予防週間（９月）等に合わせて、

広報やホームページ等を活用し、自殺対策等についての情報発信

を行います。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(3) 

7  保健師が新任期から、研修やケース検討会議において、自殺対策

の視点を学び、地域住民の支援にあたることができるよう教育体制

の整備に努めます。 

●基本２自殺対策に関わる人

材の確保、養成及び資質の向

上を図る(1) 

8  様々な職種や地域ボランティア等を対象に、ゲートキーパー養成講

座を実施します。 

●基本２自殺対策に関わる人

材の確保、養成及び資質の向

上を図る(1) 

9  さまざまな団体やボランティア等の活動の際に、ゲートキーパー養成

講座等の開催や自殺対策についての周知を図ります。 

●基本２自殺対策に関わる人

材の確保、養成及び資質の向

上を図る(2) 

10  健康づくり推進員に対し、ゲートキーパー養成講座の受講を勧奨し ●基本２自殺対策に関わる人
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ます。 材の確保、養成及び資質の向

上を図る(2) 

11  市ホームページにおいて、ひきこもりに関する相談窓口等を掲載し、

必要な人が相談につながりやすい環境整備に努めます。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(2) 

12  失語症をもつ人が言語訓練や仲間との交流を図るとともに、家族同

士の情報交換の場として支援していきます。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(4) 

13  うつ病自己チェックを掲載したリーフレットの窓口への配架等により、

うつ病についての症状や早期に医療受診することの重要性につい

て、広く周知していきます。 

●基本４適切な精神保健医

療福祉サービスを受けられる

ようにする(1) 

14  自殺念慮や自殺未遂の相談に対し、庁内関係課や関係機関と連

携して支援していきます。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(1) 

15  自殺未遂者の早期支援介入や連携の方法、相談窓口の周知方法

等について、医療、救急、警察、行政等の関係機関と情報交換を

行い、実施可能な取組について検討します。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(1) 

16  埼玉県が作成したリーフレット等を健康増進課窓口等に配架し、自

死遺族のかたへの情報周知に努めます。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(2) 

17  健康相談や栄養相談で健康や疾病についての相談支援を行う際に

は、相談者の状況把握に努め、必要に応じて地区担当保健師や他

の相談窓口につなぎます。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

18  精神保健福祉士及び保健師による心の健康に関する相談を実施

し、心の問題を抱える人を支援します。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

19  早期発見、早期治療の推進を図るため、がん検診の受診勧奨を行

うとともに、がん患者が抱える様々な悩みに対し、必要に応じて、が

ん相談支援センター等の専門相談につなぎ、併せて、精神的なケ

アが受けられるように支援します。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

20  統合失調症やうつ病等の精神疾患をもつかたに対し、必要に応じて

地区担当保健師等による支援を実施し、自殺予防を図ります。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

21  統合失調症やうつ病等の精神障がいを抱えるかたとその家族の相

談に対し、関係機関と連携し適切な支援に努めます。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

22  様々な窓口を訪れた自殺ハイリスク者に対し、支援相談窓口の情

報が伝わるよう、庁内関係課や関係機関と連携していきます。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

23  医療、救急、教育、警察などの地域の関係機関と連携して、ハイリ

スク者の早期支援の検討や相談窓口の啓発等を行っていきます。 

●基本６地域における連携と

ネットワークの強化(1) 

24  健康づくり推進協議会において、自殺対策の視点を踏まえた健康づ

くり事業の協議を行います。 

●基本６地域における連携と

ネットワークの強化(1) 
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25  健康増進計画（健康はすだ２１第３次）の取組の方向性「休養・睡

眠」において自殺対策と連動した施策を盛り込みます。 

●基本６地域における連携と

ネットワークの強化(1) 

26  市民が必要な保健医療サービスを受けられるよう、休日等における

急病者の医療を確保します。利根保健医療圏医療連携推進協議

会（とねっと）による地域医療ネットワークシステムの管理・運営を支

援するとともに、病院及び有床診療所が輪番制で救急患者の診療

を行う東部北地区の病院群輪番制病院運営事業や小児救急医療

支援事業の運営に対して支援します。 

●基本６地域における連携と

ネットワークの強化(1) 

27  自殺予防対策庁内連携会議を開催し、全庁的に自殺対策を推進

していきます。 

●基本６地域における連携と

ネットワークの強化(1) 

28  精神保健福祉関係者連絡会を開催し、庁内関係課や関係機関と

の連携を図るとともに、自殺対策を推進していきます。 

●基本６地域における連携と

ネットワークの強化(1) 

29  蓮田市自殺対策計画に基づき、関係各課、関係機関と連携し、自

殺対策事業を実施します。 

●基本６地域における連携と

ネットワークの強化(1) 

30  勤務問題に関わる効果的な自殺対策の取組を検討します。 ●基本６地域における連携と

ネットワークの強化(4) 

31  若年者の様々な心の悩みやひきこもり等の相談に対し、関係機関と

連携し支援していきます。 

◆重点１子ども・若者への対

策(3) 

 

長寿支援課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  緊急通報システムを利用しているひとり暮らし高齢者の安否確認等

を通じて、問題の早期発見や他機関へのつなぎ等を行います。 

◆重点３高齢者への対策(1) 

2  第９期介護保険事業計画に基づき、介護保険給付等を適正に行う

ことにより、介護の負担軽減を図ります。 

◆重点３高齢者への対策(1) 

3  配食サービスを実施し、食事の提供機会を活用し高齢者の安否確

認を行い、緊急時に救急活動を行う等の対応を行います。 

◆重点３高齢者への対策(1) 

4  シルバー人材センターが実施する自らの生きがいづくりや社会参加

への就業機会の増大を図るために行う事業に対し運営を支援しま

す。 

◆重点３高齢者への対策(3) 

5  寿大学の開催等老人クラブ連合会への支援を行い、高齢者の生き

がいづくりを支援します。 

◆重点３高齢者への対策(3) 

6  地域活動の担い手や地域のリーダーとなる人材の育成を図ります。 ◆重点３高齢者への対策(3) 

7  老人福祉センターの利用を促進し、世代間交流や地域交流が図れ

るよう支援します。 

◆重点３高齢者への対策(3) 

8  介護保険料の滞納者については、必要に応じて適切な窓口につな

ぎます。 

◆重点４生活困窮者への対策

(2) 
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9  要介護認定の手続きで、介護に関する相談を受け、家族や当人が

抱える様々な問題を察知し、生きることの包括的支援につなぎま

す。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(4) 

◆重点３高齢者への対策(1) 

10  養護老人ホームへの入所手続きの中で、当人や家族等から問題状

況等の把握に努め、必要な支援先につなぎます。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(4) 

◆重点３高齢者への対策(1) 

11  徘徊が見られる高齢者を在宅で介護している家族に対して、端末機

器を貸出し、家族の介護負担の軽減を図ります。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(4) 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

◆重点３高齢者への対策(1) 

 

在宅医療介護課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  市内３か所に地域包括支援センターを設置し、高齢者の身近な相

談に対応します。 

●基本４適切な精神保健医

療福祉サービスを受けられる

ようにする(2) 

2  健康相談やフレイル予防についての相談支援を行う際には、相談者

の状況把握に努め、必要に応じて適切な相談窓口につなぎます。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

3  消費者被害や高齢者虐待などの権利擁護に関する相談を通じて、

自殺のリスクの軽減に努めます。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

◆重点３高齢者への対策(1) 

4  高齢者や認知症のかたが家族や地域から孤立することを防止する

ために、地域において高齢者への見守り活動を通じて、日常生活に

おける問題を早期に発見し、自殺のリスクの軽減に努めます。 

◆重点３高齢者への対策(1) 

5  在宅医療と介護を一体的に提供するために医療・介護関係機関や

関係市町村などと緊密に連携し、多職種連携・協働による包括的か

つ継続的なサービスの提供を可能とする環境整備を推進します。 

◆重点３高齢者への対策(1) 

6  地域包括支援センターが、高齢者や認知症のかたなどの総合相談

を受ける中で、家族や本人が抱える様々な問題を察知し、生きるこ

との包括的支援につなげます。 

◆重点３高齢者への対策(1) 
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7  高齢者が地域での介護予防の活動に参加し、役割をもって自立し

た生活を続けられるための普及啓発や地域活動支援等を行う「一

般介護予防事業」を実施します。住民が主体的に取り組む体操教

室の発足や運営を支援することにより、要介護状態となっても高齢

者自身が社会参加する機会の提供、生きがいと地域で支え合う体

制を構築します。 

◆重点３高齢者への対策(3) 

8  第９期介護保険事業計画に基づき、介護保険給付等を適正に行う

ことにより、介護の負担軽減を図ります。 

◆重点３高齢者への対策(1) 

9  認知症の人を介護する家族のつどいを開催し、介護者が悩みを相

談しあい、情報交換・情報共有を行うことにより、家族同士の相互の

支え合いを推進します。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(4) 

 

国保年金課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  後期高齢者医療の保険料未納者等で経済的困窮者の場合は、適

切な相談窓口につなぎます。 

◆重点４生活困窮者への対策

(2) 

2  国民年金の減免や障害年金申請等の窓口業務を通じて、必要に

応じて適切な相談窓口につなぎます。 

◆重点４生活困窮者への対策

(2) 

3  短期証等の被保険者に対する納税相談等を行い、必要に応じて適

切な相談窓口につなぎます。 

◆重点４生活困窮者への対策

(2) 

 

水道課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  水道料金の滞納整理の際に、生活困窮者に対し、必要に応じ

て適切な相談窓口につなぎます。 

◆重点４生活困窮者への

対策(2) 

 

下水道課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  下水道使用料の滞納整理の際に、生活困窮者に対し、必要

に応じて適切な相談窓口につなぎます。 

◆重点４生活困窮者への

対策(2) 

 

消防課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  防災訓練・救急講習等において、相談窓口等のリーフレット等を配

布し、広く自殺予防対策の周知を図ります。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(1) 

2  救急活動等において把握した自殺未遂者等に対しては、適切な相

談窓口を周知するとともに、関係機関で連携を図ります。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(1) 
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学校教育課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  スクールカウンセラー、教育相談員等へ、ゲートキーパー養成講座

の受講を勧奨します。 

●基本２自殺対策に関わる人

材の確保、養成及び資質の向

上を図る(1) 

2  学習の遅れた児童・生徒を対象に、退職校長及び教員を講師とし

て定期的に補充授業を行い、学習支援を行います。 

◆重点１子ども・若者への対

策(1) 

3  児童・生徒が自他を尊重し、命の大切さについて実感できるよう、人

権作文・人権標語への取組、各種人権教育研修会の開催、人権

教育研究校の委嘱研究を通じて、児童・生徒の人権教育に関する

意識の向上を図ります。 

◆重点１子ども・若者への対

策(1) 

4  小・中学校の授業の一環として、乳幼児とのふれあい事業を実施

し、子育てに関する知識を習得できる機会を提供します。 

◆重点１子ども・若者への対

策(3) 

5  心の教育を効果的に推進できるよう児童・生徒に寄り添う教育相談

体制を構築し、児童・生徒の望ましい成長、自己実現への支援を行

い、心豊かな子どもを育てます。身近に相談できる人がいることを実

感することにより、自殺を防ぎます。 

◆重点１子ども・若者への対

策(3) 

6  携帯やスマートフォンの使い方講座を開催し、児童・生徒に対し安

全な使用方法を指導します。 

◆重点１子ども・若者への対

策(1) 

7  小・中学校の児童・生徒・保護者代表が集まり、携帯やスマートフォ

ンの利用に関する意見交換会を実施し、利用のマナーやルール等

について各学校の指導にも生かします。 

◆重点１子ども・若者への対

策(1) 

8  道徳授業において、携帯やスマートフォンの利用に際し、思いやりを

もった使い方等を指導します。 

◆重点１子ども・若者への対

策(1) 

9  学校や家庭、地域社会が抱えている課題を地域ぐるみで解決でき

るよう、保護者や地域住民が学校運営に参画するコミュニティスク

ールを設置し、地域全体で子どもたちの健全育成を図ります。 

◆重点１子ども・若者への対

策(5) 

10  緊急の避難場所として「子ども１１０番の家」の設置個所数を増や

し、犯罪から子どもを守るとともに、地域全体で子どもを見守る環境

づくりを進めます。 

◆重点１子ども・若者への対

策(5) 

11  小学校や保育園等での伝統文化伝承活動やものづくり体験などに

おいて、祖父母や高齢者を招待して地域での世代間交流を促進

し、命の大切さについて考える機会を提供します。 

◆重点１子ども・若者への対

策(5) 

◆重点３高齢者への対策(3) 

12  地域や社会に開かれた学校づくりを一層推進することにより、地域

全体で児童・生徒を見守る基盤づくりを行います。 

◆重点１子ども・若者への対

策(5) 
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13  登下校時の児童・生徒の安全を確保するため、学校とスクール・ガ

ード・リーダーを中心とした見守り活動の組織等との連携により、地域

防犯体制の確立します。 

◆重点１子ども・若者への対

策(5) 

14  教職員向け研修の中で自殺問題や支援先等に関する情報を提供

し、自殺問題に対する認識を高めるとともに、指導・相談の充実を図

ることにより、自殺を防ぐ体制を強化します。SOSのサインをより的確

に把握できるよう、学級運営を充実させます。 

●基本２自殺対策に関わる人

材の確保、養成及び資質の向

上を図る(3) 

◆重点１子ども・若者への対

策(6) 

15  児童・生徒の立哨指導を通して、子どもたちの変化に気づき、必要

に応じて適切な関係機関につなげていきます。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(1) 

16  心のホット相談員やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワー

カーを配置し、いじめや学校生活の悩み等の相談に対し、問題解決

に向けて対応します。児童・生徒に寄り添う教育相談体制を構築

し、心の教育の効果的な推進、児童・生徒の望ましい成長と自己実

現への支援を行います。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(1) 

◆重点１子ども・若者への対

策(1) 

17  特別支援学級や通級指導教室の充実を図り、個々に応じた指導や

相談体制を強化します。就学支援事業を通じて、就学に不安を抱

える家庭を支えます。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(1) 

18  発達支援センターを開設し、運動やことば、コミュニケーションなどの

障がいが気になる子どもやその家族に対する相談体制を強化するこ

とにより、保護者の負担の軽減を図ります。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

◆重点１子ども・若者への対

策(3) 

19  一人ひとりの指導を通じて、子どもが発するＳＯＳのサインを的確に

把握できるよう、関係諸機関と積極的に連携し、自殺予防につなげ

ます。 

◆重点１子ども・若者への対

策(6) 

20  やむを得ず学校に登校できない児童・生徒等への ICTを活用した

学習指導を実施し、多様な子どもたちを誰一人取り残すことのない

教育を推進します。 

◆重点１子ども・若者への対

策(4) 

21  児童・生徒が情報を主体的に収集・選択・活用するとともに、悩みや

不安等がある時に情報機器を活用し、適切にＳＯＳを出せるような

教育の充実に努めます。 

◆重点１子ども・若者への対

策(6) 
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子ども支援課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  自宅や学校などに居場所のない子ども・若者が居心地の良いサード

プレイスを選択できるように、官民連携で子ども・若者の居場所づくり

を推進します。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

◆重点１子ども・若者への対

策(1) 

2  青少年育成推進員連絡会と連携し、子ども・若者の地域における健

全な育成を図ります。 

◆重点１子ども・若者への対

策(3) 

3  支援の必要性が高い妊産婦に対して、産科・精神科等の医療機関

と連携し、きめ細かな支援を行います。 

◆重点２女性への対策(1) 

4  ケアラー・ヤングケアラーに関する情報提供、相談窓口の周知を行

います。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(1) 

5  教育訓練講座を受講した母子家庭の母または父子家庭の父に対

し、教育訓練給付金を支給し、就労支援を行います。看護師等の

養成機関を修業した母子家庭の母または父子家庭の父に対し、高

等職業訓練促進給付金を支給し、就労支援を行います。 

●基本６地域における連携と

ネットワークの強化(2) 

 

6  誰もが働きながら私生活も充実できる社会を目指し、仕事と子育て

の両立ができる働きやすい環境づくり（ワーク・ライフ・バランス）を推

進します。母子健康手帳交付時等においてワーク・ライフ・バランス

の支援制度の周知に努めます。 

●基本６地域における連携と

ネットワークの強化(4) 

7  要保護児童対策地域協議会において、学校、児童相談所等の関

係機関と連携し、虐待を受けている児童の早期発見、早期対応及

び見守り等を通じて、自殺リスクの軽減を図ります。 

◆重点１子ども・若者への対

策(1) 

8  子育て情報誌やはすぴぃ子育てナビ、母子愛育会ＬＩＮＥサービスな

どを通じて、子育てに関するサービスや子育て支援団体の情報等の

周知を図ります。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(1) 

9  ファミリー・サポート・センター協力会員や緊急サポートセンターサポ

ート会員、訪問支援員、母子愛育会推進員など、子育て家庭を訪

問する機会のある支援者にゲートキーパー養成講座等への参加勧

奨を行います。 

●基本２自殺対策に関わる人

材の確保、養成及び資質の向

上を図る(1) 

10  親子同士の交流の場や相談窓口として、蓮田駅西口行政センター

内子育てサポートコーナープレックス・キッズをはじめ、各地域の地

域子育て支援拠点施設の拡充を図ります。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(1) 
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11  子育ての相互援助活動を支援するファミリー・サポート・センター事

業や緊急サポート事業、子育て世帯訪問支援事業を推進すること

で、子育ての孤立化の防止、子育て負担の軽減を図ります。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

12  保護者同士が交流を図ることができるよう、家庭教育支援チームの

活動を支援します。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

13  子育て世帯の集まりに対して、子育てに関する講座を実施するととも

に、情報交換の場となるよう活動を支援します。 

子育て世帯の集まりの育成支援を行い、子育ての孤立化防止につ

なげます。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

14  妊産婦・新生児訪問時において、産後うつ病のリスク判定に役立つ

EPDS（エジンバラ産後うつ病質問紙票）を活用し、うつ傾向がみられ

るかたを相談支援につなぎます。 

●基本４適切な精神保健医

療福祉サービスを受けられる

ようにする(1) 

◆重点２女性への対策(1) 

15  こども家庭センターを設置し、妊娠から出産、子育てに切れ目なく伴

走することで虐待等の予防と迅速な対応を行います。 

●基本４適切な精神保健医

療福祉サービスを受けられる

ようにする(2) 

◆重点２女性への対策(1) 

16  伴走型相談支援として、妊娠届出時、妊娠 8か月頃、出産後、保

健師等が面談を行い、必要に応じて適切な相談窓口等につなぎま

す。 

●基本４適切な精神保健医

療福祉サービスを受けられる

ようにする(2) 

◆重点２女性への対策(1) 

17  両親学級等において、妊娠出産子育てに関する知識の普及を図る

とともに、妊娠期からの仲間づくりを推奨し、子育ての孤立化を防ぎ

ます。また、支援が必要な場合は、地区担当保健師等が継続的に

関わります。 

●基本４適切な精神保健医

療福祉サービスを受けられる

ようにする(2) 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

◆重点２女性への対策(1) 

18  子どもの発達相談等について様々な悩みに対し支援を行うとともに、

必要に応じて親子教室や心身障害児通園施設さくら園などにつな

ぎます。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

19  児童扶養手当の申請、現況届受付やひとり親家庭等医療費の申

請において、対象者の状態把握に努め、必要に応じて相談機関に

つなぎます。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 
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20  新生児訪問、こんにちは赤ちゃん事業等で訪問し、家庭の状況把

握に努めるとともに、必要に応じて適切な支援へつなぎます。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

◆重点２女性への対策(1) 

21  乳幼児健診や相談において、来所者の状況把握に努め、保護者の

負担や不安感の軽減に努めます。乳幼児健診において、医療受診

や継続相談が必要な場合は、関係機関等と連携して支援に努めま

す。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

◆重点２女性への対策(1) 

22  母子保健推進員による母子愛育会会員への電話支援を実施し、地

域における子育て支援をを実施します。支援が必要な場合は、地区

担当保健師が継続支援を実施します。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

◆重点２女性への対策(1) 

23  こども計画と連動し、子どもや若者、妊産婦や子育て世帯への支援

強化を図ります。 

●基本６地域における連携と

ネットワークの強化(1) 

◆重点１子ども・若者への対

策(5) 

24  一人ひとりの指導を通じて、子どもが発するＳＯＳのサインを的確に

把握できるよう、関係諸機関と積極的に連携し、自殺予防につなげ

ます。 

◆重点１子ども・若者への対

策(6) 

25  母子愛育会活動を通じて、母と子の健康づくりを支援するとともに、

地域における仲間づくりや情報交換等を通じて、子育ての孤立化を

防ぎ、自殺リスクの軽減を図ります。 

◆重点２女性への対策(1) 

26  関係機関と連携し、ＤＶに関する情報提供や相談窓口の充実を図

るとともに、必要に応じて適切な支援機関につなぎます。 

◆重点２女性への対策(2) 

 

保育課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  同一世帯から保育園等に入園している第２子以降等の保育料につ

いて軽減を図ることにより、保育料の経済的負担の軽減を図ります。

また、保育園等に入園する第３子以降の０歳児から２歳児クラスの

児童の保育料を無料にすることにより、多子世帯における経済的負

担の軽減を図ります。 

◆重点１子ども・若者への対

策(2) 

◆重点４生活困窮者への対策

(2) 

2  保育料の未納者に対して、必要に応じて適切な相談窓口につなぎ

ます。経済的理由により就学が困難なかたに対する入学準備金の

貸付事業を実施します。 

◆重点１子ども・若者への対

策(2) 

◆重点４生活困窮者への対策

(2) 

3  小・中学校の授業の一環として、乳幼児とのふれあい事業を実施

し、子育てに関する知識を習得できる機会を提供します。 

◆重点１子ども・若者への対

策(3) 
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4  小学校や保育園等での伝統文化伝承活動やものづくり体験などに

おいて、祖父母や高齢者を招待して地域での世代間交流を促進

し、命の大切さについて考える機会を提供します。 

◆重点１子ども・若者への対

策(5) 

◆重点３高齢者への対策(3) 

5  各種研修会などを通じて、保育士、学童保育所指導員の資質の向

上に努めます。また、ゲートキーパー養成講座の受講を勧奨しま

す。 

●基本２自殺対策に関わる人

材の確保、養成及び資質の向

上を図る(1) 

6  家庭保育室に保育委託することにより、保護者が安心して労働等に

専念できる環境を構築します。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

7  子育てサークルに対して、子育てに関する講座を実施するとともに、

情報交換の場となるよう活動を支援します。子育てサークルの育成

支援を行い、子育ての孤立化防止につなげます。子育てサークル

活動の活性化を図るため、サークル指導者を育成するための研修

会を実施します。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

8  子育て支援センターや子育て広場と連携し、地域全体で子育てを

支える環境づくりを行います。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

9  地域子育て支援センターにおいて、親子が集い交流できる場を提

供し、子育ての孤立化を防ぎ、自殺のリスクの軽減を図ります。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

10  保育園・児童センターのイベント等において、障がい児や高齢者等、

様々な人々が地域で交流する機会を提供します。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

11  保育園の園庭開放等、地域住民との交流イベントを開催します。 ●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

12  保育園等において、通常保育に加えて、一時預かり事業及び保育

時間の延長を実施することにより、保護者の育児負担の軽減を図

り、社会とつながりを持てる時間を確保します。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

13  民間企業等に子育て支援拠点事業を委託し、地域の子育てをサポ

ートできる体制を構築します。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

14  保育課の職員が、生活上の様々な問題を抱えている保護者の状況

把握に努め、必要に応じて適切な関係機関につなぎます。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

15  一人ひとりの指導を通じて、子どもが発するＳＯＳのサインを的確に

把握できるよう、関係諸機関と積極的に連携し、自殺予防につなげ

ます。 

◆重点１子ども・若者への対

策(6) 
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社会教育課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  放課後に小学校の教室などを活用し、地域のかたが指導者やボラ

ンティアとして参加して、子どもたちとのスポーツ・文化活動、地域住

民との交流活動などを行う放課後子ども教室実施します。 

◆重点１子ども・若者への対

策(1) 

2  子どもたちに本に親しむ環境を提供し、子どもたちの豊かな心の育

成を図ります。様々な世代に対応した読書環境の充実を図ります。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

◆重点１子ども・若者への対

策(5) 

3  年２回、夏休みと冬休みに子ども向け講座を実施し、子どもたちに学

習の場を提供するとともに、子どもたちの健全育成の環境づくりに努

めます。 

◆重点１子ども・若者への対

策(5) 

4  イベント等の情報誌や生涯学習団体情報誌等による情報提供を行

い、生涯学習の推進と社会参加を促進します。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(1) 

5  各種相談窓口等を掲載したリーフレットを成人式において配布しま

す。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(1) 

6  広報への関係記事の掲載、関係冊子や啓発品の配布等による啓

発を行います。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(1) 

7  図書館において、自殺予防週間や自殺対策強化月間に合わせ、特

設コーナーを設置し、ポスター、リーフレット等において、周知啓発を

図ります。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(1) 

8  公民館等を利用して、福祉教育に関する講演会や各種講座を実施

し、福祉意識の向上を図ります。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(2) 

9  人権について、市民が正しい理解と認識を深めるため、各種研修

会、講演会等を開催し、人権啓発活動を展開するとともに、障がい

者等の人権問題への理解を促進します。広報への関係記事の掲

載、チラシなどの配架を行います。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(2) 

10  人材バンク登録者を講師とした様々な分野の講座を開催し、生涯

学習の推進と社会参加を促進します。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(2) 

11  人権について、市民が正しい理解と認識を深め、障がい者等の人権

問題への理解を促進するため、広報への関係記事の掲載、チラシ

などの配架を行します。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(3) 

12  子供講座や市民大学などの講座において、大学等との連携を図り、

生涯学習の推進と社会参加を促進します。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(2) 



第４章 具体的な取組 

74 

 

13  子育てサークルに対して、子育てに関する講座を実施するとともに、

情報交換の場となるよう活動を支援します。子育てサークルの育成

支援を行い、子育ての孤立化防止につなげます。子育てサークル

活動の活性化を図るため、サークル指導者を育成するための研修

会を実施します。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

14  親子で参加できるイベントの開催や子ども会などの地域活動を支援

し、交流機会の充実を図ることで、地域で孤立せずに子育てできる

環境づくりに努めます。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

 

文化スポーツ課 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  スポーツイベントやスポーツ教室などを開催することにより、スポーツ

の振興や社会参加の機会をつくります。 

●基本３心の健康を支援する

環境の整備と心の健康づくりを

推進する(3) 

 

蓮田市社会福祉協議会 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  地域福祉の集いを開催して、市民同士が関わりあう地域福祉活動

への参加を促し、自発的な地域福祉活動への参加や市民相互の

連携の契機としていきます。 

●基本１市民一人ひとりの気

づきと見守りを促す(2) 

2  あんしんサポートねっと事業（日常的金銭管理事業）を通じて、判断

に不安のある高齢者や障がい者が安心して日常生活を送れるよう、

福祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理等の支援を行いま

す。 

●基本５ハイリスク者・家族へ

の支援を推進する(3) 

3  市内の社会福祉法人、医療保健福祉の関係者、ボランティア団

体、学校等との情報交換会議や意見交換会等を通じて、地域にお

ける福祉教育や福祉ネットワークの構築を図ります。 

●基本６地域における連携と

ネットワークの強化(1) 

4  小中学校の福祉教育を推進し、福祉の心の醸成を図ります。 ◆重点１子ども・若者への対

策(1) 

5  はすだ地域支えあいサービス事業を通じて、社会福祉協議会の登

録ボランティア（協助会員）による、高齢世帯等の日常生活のちょっ

とした困りごとのお手伝いを行い、地域での生活を支援します。 

◆重点３高齢者への対策(1) 

6  ひとり暮らし高齢者等見守り事業を通じて、社会福祉協議会の登録

ボランティア（見守り協力員）と民生委員による、住み慣れた地域で

高齢者が安心・安全に生活できるよう見守り訪問をします。 

◆重点３高齢者への対策(1) 

7  各種のボランティア養成講座や研修会等を開催し、広くボランティア

活動を支援します。 

◆重点３高齢者への対策(2) 
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8  ふれあい・いきいきサロンの運営の支援を通じて、身近な地域で高

齢者等の居場所づくりや交流の場の提供を図ります。 

◆重点３高齢者への対策(3) 

9  福祉資金や生活福祉資金の貸付、彩の国あんしんセーフティネット

事業等の取組を通じて、経済的な問題等の解決に向けた支援に繋

げます。 

◆重点４生活困窮者への対策

(2) 

 

蓮田白岡環境センター 

No. 自殺対策の視点を加えた事業概要 施策 

1  ひとり暮らしの高齢者や要介護認定を受けているかた及び障がいの

あるかたの世帯で、自らがごみを集積所まで持ち出すことが困難な

場合に、ごみを個別に収集する「ふれあい収集」を実施し、安否確

認を行い、必要に応じて市等の窓口につなぎます。 

◆重点３高齢者への対策(1) 
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第５章 計画の推進 

 

1. 計画の公表・周知 

本計画を推進していくために、市民一人ひとりが自殺対策の重要性を認識し、取組を行えるよう、市ホーム

ページ等に掲載し、広く公表します。 

  

2. 計画の推進体制 

本市の自殺対策の推進体制については、蓮田市自殺予防対策庁内連携会議を中心に、庁内及び関係機

関等が自殺対策を総合的かつ効果的に推進していきます。また、「蓮田市健康づくり推進協議会」とも連携を

図りながら推進するものとします。 

 

3. 計画の進行管理 

計画を具体的かつ効率的に推進していくために、ＰＤＣＡサイクルを通じた計画の進行管理を行います。 

進捗状況の管理については、自殺対策の施策や取組の効果を検証し、検証の結果や国の動向等を踏ま

え、毎年度自殺予防対策庁内連携会議において評価検証します。また、本計画をより実効性の高いものとす

るよう、必要に応じ、課題の整理と取組内容の見直し及び改善を行います。 

本計画の最終年度である令和１１年度には最終評価を行い、設定した数値目標の達成状況を把握し、次に

目指していくべき方向性を見出し、次期の計画策定に生かしていきます。 

 

 

※PDCA サイクル 

Plan（立案・計画）、Do（実施）、Check（検証・評価）、Act（改善）の頭文字をとったものです。 

計画から見直しまでを一貫して行い、次の計画・事業に活かす考え方を言います。 


